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１９７０年代前半の西独における

国家シェアの増大について

坂　野　光　俊

は　じ　め　に

　１９７０年代前半期は，第２次大戦後の社会的経済発展の基調が転換を遂げた時期であ ったことは ，

周知のところである。国際通貨危機と石油エネルギー危機は各国の経済成長率の急減と下方転位

をもたらし，６０年代後半以降の社会的運動体の諸要求への対応により高水準の増加率を続ける国

家経費とは逆に，租税収入は課税べ一スの成長低化 ・減退に規定されて鈍化した。当然の結果と

して，大幅な財政赤字が発生し，それを契機に，１９７３年頃から始まっ ていた財政金融政策の基調

の変化（マネタリスム的傾向の強まり）が一層進み，財政の管理 ・運営方針は経済安定化目標に財

政再建 ・健全化目標が加わる形へ，さらに後者の主導性強化へと転換する 。転換後の政策が現実

に貫徹されるのは，７０年代後半もしくは８０年代に入 ってからである 。その具体的なあり方は国に

よっ て異なっ ている 。英 ・米のように政権の交替を伴なうことによっ て， 政策転換が政権政党の

転換と結合して理解される国々と ，日本 ・西独のように同一の政権政党が政策転換を主導するこ

とにより徐々に比較的漸進的な形で政策転換が生じた国々がある（尤も ，西独の場合は，政策転換

の完成として政権の交替［ＳＰＤ中心からＣＤＵ／ＣＳＵ中心へ１が実現したが）。

　本稿は，西独について，１９７０年代の前半から半ばにおいて，財政運営基調の転換の必要性がど

のように政策当局に認識され，そこからどんな政策転換が帰結したかを，またその際の西独の特

徴点を明らかにするための則提として，１９６０年代後半から１９７０年代前半にかけての西独における

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
国家シェァ増大の実態を明らかにすることを意図している。前稿での国家シェァの疋義とその測

定の問題点についての検討を受けて，本稿では，第１節で国家シェア増大の状況を，全般的国家

シェアと特殊国家シェアとについて統計的 ・実証的に検証し，その特徴点を把握する 。第２節で

は， 国家シェアのによる把握の限界を補完するものとして，国家部門における就業者，公務員の

増大とその部門別，団体別の構成の変化を検討して，国家シェアの状況とは異なる独自性を持つ

特徴点を把握する 。第３節でそれを社会福祉 ・社会保障関係経費の増大としてとらえて，社会

予算の動向を把握する 。以上によっ て， １９６０年代末から１９７０年代前半期における国家部門の活動

水準の上昇とその構造の変化を国家シェア指標及び関連指標を用いて検討し，この時期に於ける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）国家シェアの増大と構造変化が，社会国家化 ・福祉国家化と関連していたことを明らかにする 。

最後に第４節で，石油危機後の世界不況の中で，支出側シェアと収入側シェアとの間のギャッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９９４）
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プの拡大，収支尻赤字水準（赤字シェア）の上昇が帰結され，来たるべき景気拡大に向けての資

本調達面での隆路の発生に対する危機意識を醸成する財政金融背景が形成されたことを確認す

る。

　第１節　国家シェアの動向

！　　般的国家シェアの動向，その特徴

　第１表は，１９６０～１９７８年の問の国民経済計算からの主要指標の動向を ，名目値と実質値とで ，

　　　　　　　　３）
捉えたものである 。ここから ，まず，名目値の構成比によっ て， 国家消費の割合が増加し，投資

の割合が低下したこと ，また輸出入の比重が増大していることが明らかである 。実質値では，名

目値ほど明瞭ではないが，国家消費の増加と投資割合の低下が示されており ，輸出入の増大によ

る対外依存度の上昇は名目値よりも一層は っきりと読み取ることができる 。

　　　　　　　　　第１表　名目及び実質の国民総生産（ＧＮＰ）とその内訳構成比　　 （単位 ：億ＤＭ，％）

ＧＮＰ 民問消費 国家消費 投資 （うち設備，建設） 在庫変動 輸出 輸入 対外余剰

名目値
１９６０ ３， ０３０ ５６ ．７ １３ ．４ ２４ ．３ ９． Ｏ １５ ．３ ２． ９ ２０ ．Ｏ １７ ．４ ２． ６

１９６５ ４， ５８２ ５６ ．２ １５ ．３ ２６ ．２ ９． ５ １６ ．７ ２． ２ １９ ．Ｏ １９ ．Ｏ Ｏ． １

１９７０ ６， ７９０ ５４ ．１ １５ ．９ ２５ ．６ １０ ．１ １５ ．５ ２１ ３ ２２ ．５ ２０ ．４ ２． １

１９７５ １０ ，３４９ ５５ ．８ ２０ ．８ ２０ ．７ ８． ７ １２ ．８ 一〇 ．１ ２６ ．３ ２３ ．６ ２． ８

１９７８ １２ ，９０７ ５５ ．３ １９ ．９ ２１ ．２ ８． ６ １２ ．６ Ｏ． ７ ２７ ．Ｏ ２４ ．１ ２． ９

実質値
１９６０ ４， ２９５ ５２ ．７ １６ ．２ ２５ ．４ ７． ９ １７ ．５ ２． ２ １６ ．８ １３ ．４ ３． ５

１９６５ ５， ４５０ ５３ ．６ １７ ．Ｏ ２６ ．５ ８． ８ １７ ．７ １． ９ １７ ．６ １６ ．６ １． Ｏ

１９７０ ６， ７９０ ５４ ．１ １５ ．９ ２５ ．６ １０ ．１ １５ ．５ ２． ３ ２２ ．５ ２０ ．４ ２． １

１９７５ ７， ５２３ ５６ ．７ １８ ．４ ２２ ．Ｏ ８． ７ １３ ．３ 一〇 ．１ ２６ ．８ ２３ ．８ ３． １

１９７８ ８， ４３５ ５６ ．２ １７ ．５ ２２ ．４ ９． ６ １２ ．８ Ｏ． ８ ２９ ．Ｏ ２５ ．９ ３． Ｏ

　１ ．実質ＧＮＰは１９７０年価格による 。

２． 出所 ：Ｓ
ａｃ

ｈｖｅｒｓｔａｎｄ１ｇｅｍａｔ： Ｊａ ｈｒｅｓｇｕｔａｃｈｔｅｎ（以下では ，ＳＶＲ ：Ｊｇ．と略称）１９８１／８２，２；Ｓ．２６４ －２６５

　これを１９６０～７５年の１５年問について，年増加率でみてみると ，名目値の場合，７％台であるの

が投資，８％台がＧＮＰと民問消費，１０％台が輸出と輸入，１１％台が国家消費という順である 。

実質値の場合では投資が３％弱，ＧＮＰが４％弱，民問消費と国家消費が４％台，輸出と輸入が

７％台となっ ていた 。

　尤も ，この印象は，１９６０年以降の５年問ごとに計算するとかなり異なっ たものとなる 。すなわ

ち， 第２表にみるように，６０年代の前半期の５年問は，輸出，投資，国家消費，民問消費がどれ

も比較的バランスよく拡大していた。１９６０年代後半期には，輸出と民間消費が牽引車となっ て，

７０年代前半には，輸出と国家部門が需要の伸びを支える形をとっ ていた 。

ＧＮＰ

第２表　国民総生産の各構成項目の年平均伸び率の推移

民間消費 国家消費 投　　資 輸　　出

（単位 ：％）

輸　　入

対象期問
　　　　　名目　　実質　　名目　　実質　　名目　　実質　　名目　　実質　　名目　　実質　　名目　　実質

１９６０ －１９７５ 　８ ．５ 　３ ．８ 　８ ．４　 ４， ３　 １１ ．４　４ ．７　７ ．４　２ ，８　 １０ ．５　７ ，１　１０ ．７　７
・９

１９６０－１９６５　　８ ．６　　４ ．９　　８ ．５　　５ ，２　１１ ．５

１９６５－１９７０　　　　８ ．２　　　４ ．５　　　７ ．４　　　４ ．７　　　　９ ．２

１９７０ －１９７５　　　　　８ ．８　　　　　２ ．１　　　　９ ．５　　　　　３ ，０　　　　１４ ．８

５， ９　１０ ．３　　５ ．８　７ ．５　５ ，８　１０ ．５　９
．６

３． １　　　　７ ．７　　　　３ ，８　　　１１ ．９　　　９ ．８　　　　９ ．８　　　８ ．８

５． ０　　　　４ ．３　　　－１ ，０　　　１２ ．３　　　５ ，８　　　１２ ．０　　　５ ．３

１． 出所 ：ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９８２／８２ ，Ｓ．２６４ －２６５より計算
。

（９９５）



　９４　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第６号）

　第３表は，国家部門の対国民総生産比率の動向を見たものである 。第１ ，２表には登場してい

ない国家部門による移転支出も含めて国家部門のシェアの変動を１９６０～７５年の１５年問についてみ

ると ，第１表とは異なるより詳しい国家部門の役割の変動が示されている 。即ち，名目値の場合 ，

国家消費の上昇（７．３６％ポイント）以外に所得移転の国民経済に占める比重がこの間に大きく増加

し（５ ．７９％ポイント），この両者を中心として国家部門のシェアは１５年問で１５ ．２０％ポイントの大

幅増加になっ ている 。実質値の場合（第４表）には，総支出は１１ ．２６％ポイントの大幅増加であり
，

そのうち ，２ ．１９％ポイントは国家消費の増加であり ，６ ．８８％ポイントは所得移転の比率の増加に

起因している 。

第３表　国家部門（公共団体及び社会保険）支出の対ＧＮＰ比率（％）…名目値による

支出総額 国家消費 所得移転 （うち家計，企業他） 利子支払 粗投資 資産移転 功又支尻

１９６０ ３２ ．４７ １３ ．４４ １３ ．５４ １１ ．８０ １． ７４ ０． ７２ ３． ２１ １． ５４ 十３ ．１３

１９６５ ３６ ．７７ １５ ．３１ １４ ．４８ １２ ．２５ ２． ２４ ０． ７１ ４． ５５ １． ７２ 一〇 ．５６

１９６６ ３６ ．８９ １５ ．６０ １４ ．５７ １２ ．５５ ２． ０２ ０． ８４ ４． ３４ １． ５１ 一０ ．１７

１９６７ ３８ ．５９ １６ ．３４ １５ ．７８ １３ ．６９ ２． ０９ １． ０５ ３． ８２ １． ６０ 一１ ．４０

１９６８ ３７ ．９１ １５ ．６３ １５ ．９０ １３ ．２６ ２． ６４ １． ０１ ３． ８８ １． ４９ 一〇 ．８４

１９６９ ３７ ．８９ １５ ．７８ １５ ．３６ １２ ．８１ ２． ５４ Ｏ． ９８ ３． ９９ １． ７８ 十１ ．１３

１９７０ ３７ ．９７ １５ ．９２ １４ ．７０ １２ ．１９ ２． ５１ ０． ９７ ４． ５４ １． ８３ 十０ ．３２

１９７１ ３９ ．２２ １７ ．１０ １４ ．６７ １２ ．２６ ２． ４１ ０． ９８ ４． ４４ ２． ０４ 一０ ．１５

１９７２ ４０ ．１６ １７ ．４１ １５ ．５３ ユ２ ．７６ ２． ７７ １． ０３ ４． ０９ ２． １１ 一０ ．４９

１９７３ ４０ ．９４ １８ ．１２ １５ ．８４ １２ ．８３ ３． ０１ １． １１ ３． ８２ ２． ０６ 十１ ．１９

１９７４ ４３ ．９３ １９ ．６６ １６ ．６６ １３ ．８０ ２． ８６ １． ２４ ４． １２ ２． ２６ 一１ ．３７

１９７５ ４７ ．６７ ２０ ．８０ １９ ．３３ １６ ．３３ ３． ００ １． ３８ ３． ９５ ２． ２１ 一５ ．７８

１９７６ ４６ ．９９ ２０ ．１９ １９ ．１４ １６ ．１１ ３． ０３ １． ５６ ３． ５８ ２． ５１ 一３ ．５７

１９７７ ４７ ．００ １９ ．９４ １９ ．５１ １６ ．２０ ３． ３１ １． ７０ ３． ３２ ２． ５３ 一２ ．４３

１９７８ ４６ ．８４ １９ ．９２ １９ ．５４ １５ ．９９ ３． ５５ １． ６７ ３． ４２ ２． ２９ 一２ ．６７

１． 出所 ：ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９８１／８２；Ｓ．２８０ －２８１

　第４表の内容について，国家部門を公共団体と社会保険機関とに区別をしてとらえてみると
，

後者のウエイトが徐々に高まるという変化がみられた。１９６０年における全公共団体と社会保険機

関のそれぞれの支出の規模（一部重複を含んでいる）は ，７９１ ．４億ＤＭ対３４８ ．３億ＤＭ（６９ ．４％対

３０ ．５％），１９７５年におけるそれは３ ，４８０ ．１億ＤＭ対１ ，７１６ ．８億ＤＭ（６６ ．９６％対３３ ．０３％），１９７８年では
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）４， ２２８ ．２億ＤＭ対２ ，２０３ ．９億ＤＭ（６５ ．７４％対３２ ．４６％）である 。しかし，ここから実質的な役割に

おいて，前者に比して後者が重要性を増していると考えることには，慎重でなけれはならない 。

第４表　国家部門（公共団体及び社会保険）支出の対ＧＮＰ比率（％）…実質値による

支出総額 国家消費 所得移転 （うち家計，企業他） 利子支払 粗投資 資産移転

１９６０ ３４ ．４６ １６ ．１９ １２ ．７１ １０ ．９７ １． ７４ Ｏ． ７２ ３． ２９ １． ５４

１９６５ ３８ ．０６ １７ ．０１ １３ ．９２ １１ ．６８ ２． ２４ ０． ７１ ４． ７２ １． ７１

１９７０ ３７ ．９７ １５ ．９２ １４ ．７０ １２ ．１９ ２． ５１ ０． ９７ ４． ５４ １． ８３

１９７５ ４５ ．７２ １８ ．３８ １９ ．５９ １６ ．５９ ３． ００ １． ３７ ４． １７ ２． ２１

１９７８ ４４ ．９０ １７ ．５２ １９ ．８１ １６ ．２５ ３． ５５ １． ６７ ３． ６１ ２． ２９

倍率 ２． ３２ １． ９９ ２． ７０ ２． ６５ ３． ０１ ３． ３３ ２． ２２ ２． ５０

１． 倍率は，１９７５年絶対数の１９６０年絶対数に対する倍率である 。実質ＧＮＰの倍率は１ ．７５である
。

２　出所ＧＮＰ　政府消費，粗投資の実質値は　ＳＶＲ　Ｊａｈｒｅｓｇｕｔ　ｈｔ　１９８１／８２Ｓ２６５３１７による
。

３． 所得移転の家計向けは民問消費デフレーター（Ｓ．３２０）で，産業向けはＧＮＰデフレーター（Ｓ．３２０）で調整
，

その合計で算出。利子，資産移転は名目値をＧＮＰデフレーターで調整した数値。政府支出は，それらの項目を
すべて合計して算出した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（９９６）
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何故なら ，前者から後者への交付金が増大しているからである 。従 って，外見上の後者のウエイ

トの増大から短絡的に前者の役割の低下を結論付けるわけにはいかない 。

　第１～４表からもう一つ確認しておくべき点は，１９７５～７８年の動きである 。この３年問の動向

は， それまでの国家シェアの増大傾向が停止し，逆転しつつあることが読み取れる 。１９７９年以降

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
１９８０年代についてみても ，そのことが確認できる 。ここから ，国家シェアの増大傾向は１９７５年ま

で続き ，その年を頂点として以後は逆に低下する傾向が示されている 。

　この国家シェアの増大とその停止 ・減少の過程を見ると ，増大は１９６０年代の後半からの１０年間
，

特に７０年代の前半期の５年間に著しく ，従 って，国家シェアの変動に関するかぎり１９７０年代は前

半期の著しい増加と後半期の停滞，漸減傾向という際立 った対照的な動きによっ て特徴付けられ

ていることが分かる 。尤も ，１９７０年代前半の国家シェアの著増には第一次石油危機後の世界的な

景気の後退 ・スタクフレーシ ョンによるＧＮＰ伸ぴ率の鈍化，実質減少が作用し，景気変動要因

がかなり影響していることは注意しておかねばならない 。

２． 就業 ・雇用構造の変化と国家部門雇用の増大

　同じ事態を国家部門に雇用される労働者数が，就業者総数及び雇用者総数に占める割合で示し

たのが第５表である 。

　　　　　第５表　就業者 ・雇用者数に占める国家部門（及びその他部門）の雇用者数の割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位
：１ ，Ｏ００人 ，％）

就業者 就業者
国家部門雇用者 サービス業 商業 ・交通 製造業 建設業 エネルギー 農林水産

総　数 総　数
総数 ａ ｂ ａ ｂ ａ ｂ ａ ｂ ａ ｂ ａ ｂ ａ ｂ

１９６０ ２６ ，０６３ ２０ ，０７３ ２， ０９８ ８． ０５ １０ ．４５ ９． ０７ ７． ９５ １８ ．２６ １８ ．Ｏ１ ３６ ．９３ ４４ ．１１ ８． １６ ９． ５１ ２． ８７ ３． ７２ １３ ．７４ ２． ４４

１９６５ ２６ ，７５５ ２１ ，６２５ ２， ６２８ ９． ８２ １２ ．１５ ９． ９１ ８． ７７ １７ ．９１ ！７ ．４６ ３７ ．６０ ４３ ．５６ ９． １７ １Ｏ ．３７ ２． ４１ ２． ９８ １０ ．７５ １． ７１

１９７０ ２６ ，５６０ ２２ ，１３８ ２， ９７８ １１ ．２１ １３ ．４５ １１ ．０４ ９． ７４ １７ ．９０ １７ ．３４ ３８ ．０９ ４３ ．２５ ８． ７３ ９． ４８ ２． ０７ ２． ４８ ８． ５２ １． ３３

１９７５ ２６ ，０２０ ２２ ，３７７ ３， ５８３ １３ ．７７ １６ ．０１ １３ ．１６ １１ ．９６ １８ ．７２ １８ ．３９ ３４ ．９６ ３８ ．６９ ７． ７８ ８． １５ １． ９３ ２． ２４ ６． ７２ １． １３

１９８０ ２６ ，９８０ ２３ ，８１８ ３， ９２９ １４ ．５６ １６ ．４９ １４ ．７１ １３ ．５４ １８ ．６５ １８ ．２０ ３３ ．７１ ３６ ．６０ ７． ９１ ８． １４ １． ８３ ２． ０７ ５． ２０ １． ０１

１９８５ ２６ ，４８９ ２３ ，４５５ ４， １１８ １５ ．５４ １７ ．５６ １６ ．５８ １５ ．１１ １８ ．５７ １７ ．９４ ３１ ．８８ ３４ ．５４ ７． ０３ ７． １７ １． ８６ ２． ０９ ４． ５２ １． ０６

１９８７ ２７ ，０５０ ２４ ，０３４ ４， ２２６ １５ ．６２ １７ ．５８ １７ ．２１ １５ ．６４ １８ ．５３ １７ ．８７ ３１ ．７４ ３４ ．３４ ６． ７１ ６． ８０ １． ８１ ２． ０３ ４． １６ Ｏ． ９２

１９８９ ２７ ，６５８ ２４ ，６４７ ４， ２７３ １５ ．４４ １７ ．３４ ！８ ．０４ １６ ．３６ １８ ．６４ １８ ．ＯＯ ３１ ．４３ ３３ ．８８ ６． ６３ ６． ６９ １． ７１ １． ９１ ３． ７２ Ｏ． ９２

１９９０ ２８ ，４８７ ２５ ，４６３ ４， ３０５ １５ ．１１ １６ ．９１ １８ ．５７ １６ ．８８ １８ ．６６ １８ ．０１ ３１ ．３８ ３３ ．７４ ６． ７１ ６． ７７ １． ６４ １． ８３ ３． ４９ Ｏ． ９１

１９９１ ２９ ，２１９ ２６ ，１７８ ４， ３１１ １４ ．７５ １６ ．４７ １９ ．１２ １７ ．４１ １８ ．９８ １８ ．３４ ３１ ．１０ ３３ ．３８ ６． ６４ ６． ７０ １． ５７ １． ７５ ３． ３０ Ｏ． ８９

ａ＝ 就業者総数に占める割合。ｂ＝ 雇用者数総数に占める割合。部門区分は国民経済計算の区分による 。従 って国家には，公共団体ととも

　に社会保険機関を含む。ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９９２／９３ ．Ｓ．２９９より計算
。

　産業構造の変化を示す就業 ・雇用構造の変化の特徴点をまず確認しておこう 。就業者総数は

１９６０年から１９８０年代半ばまで２ ，６００万人台と大きな変化は見られないが，１９６０年から１９７５年まで

のところで，第１次産業，第２次産業の比重の低下と第３次産業の比重の増大は明白に進行して

いる 。絶対数で見て，１９６０年以降で最大数を示した年次が，農林水産業，エネルギー産業では

１９６０年，建設業では１９６５年，製造業は１９７０年，商業 ・交通部門は１９７０年代半ばに増加が停滞する 。

それに対してサービス業と国家部門及び家計 ・その他が増加し続ける 。就業者のうち賃金 ・俸給

受領者である雇用者（被雇用者）については，総数自体が１９６０年の２ ，Ｏ０７万人から１９７３年の２ ，３１３

万人までほぼ一貫して増加し続ける 。１９７４年から１９７８年までは不況の影響で停滞し，１９７９年の

２， ３３９万人になっ て初めて１９７３年の雇用者数を抜くことができた。部門別の構成比は，就業者の

部門別構成比以上に明瞭に第１ ，２次産業から第３次産業への構造変化が進んでいることを示し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９９７）



　９６　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第６号）

ている 。

　国家部門の雇用者数（就業者数も同じ）の就業者数に占める割合は１９６０年から１９７５年のまで

５７２％ポイント増加し，雇用者総数に占める割合は５５６％ポイント増大している 。ただ，国民経

済計算における国家シェアの場合と異なっ て， １９７５年以降も絶対的にも相対的にも増加が進み ，

１９８７年のそれぞれ１５ ．６２％，１７ ．５８％まで増加が続き ，１９８８年以降になっ て初めて比率の低下が生

じている 。尤も ，国家部門に雇用される労働者数の増加のテンポを５年間ごとの増加率を見てみ

ると ，６０年代前半は２５ ．２６％，６０年代後半は１３ ．３２％，７０年代前半は２０ ．３２％であるのに比較して
，

７０年代後半は９ ．６６％，１９８０年代前半４ ．８％，８０年代後半４ ．４５％と大きく減退してはいるが。

３． 特殊国家シェアの動向

　上記で見たマクロ 的な国家シェアの上昇の動きを政策目的分野別に捉えるとどのような特徴が

みられるであろうか 。

　第６表は，国家部門の総支出（経常支出，粗投資支出と資産移転支出の合計）の行政分野別の構成

比％，対ＧＮＰ比率％について１９７０年代の前半と後半の動向を見たものである。国家シェアが
１０ ．２１％ポイントの大幅増加であ ったが，その大半は社会保障（４．６８％ポイントの増加，寄与率

４５ ．８４％），保健（２．３４％ポイントの増加，寄与率２２ ．９９％），教育（１ ．４０％ポイントの増加，寄与率

第６表　公共部門の支出総額（行政分野別）の対ＧＮＰ比率（％）の推移

１９７０ １９７５ １９７８

ａ 構成比 ｂ 構成比 ｂ－ａ Ｃ 構成比 ｃ－ｂ Ｃ－ａ

一般国家行政 ４． ０３ １０ ．７４ ５． ２４ １０ ．９８ １． ２１ ５． ２５ １１ ．２７ Ｏ． ０２ １． ２２

一般行政 １． ６８ ４． ４７ １． ９７ ４． １４ ０． ３０ １． ８６ ３． ９８ 一０ ．１２ ０． １８

外　　交 ０． ６１ １． ６２ １． ０１ ２． １３ ０． ４１ １． １６ ２． ４９ Ｏ． １５ Ｏ． ５６

司法 ・秩序 １． ３８ ３． ６７ １． ７３ ３． ６２ ０． ３５ １． ６９ ３． ６３ 一０ ．０４ ０． ３２

一般研究 ０． ３７ Ｏ． ９９ ０． ５２ １． ０９ ０． １５ Ｏ． ５４ １． １６ Ｏ． ０２ Ｏ． １７

防　　衛 ３． ０４ ８． １０ ３． ２４ ６． ８０ ０． ２１ ２． ９２ ６． ２６ 一〇 ．３３ 一０ ．１２

教　　育 ４． ０１ １０ ．７０ ５． ４２ １１ ．３５ １． ４０ ４． ９４ １０ ．６ 一０ ．４７ ０． ９３

保　　健 ４． ２４ １１ ．３０ ６． ５８ １３ ．８０ ２． ３５ ６． ２９ １３ ．４８ 一０ ．３０ ２． ０５

一般行政，規制，研究 ０． ２１ ０． ５７ ０． ２８ ０． ６０ Ｏ． ０７ ０． ２６ ０． ５６ 一〇 ．０２ ０． ０５

保健施設 ・制度 １． ５１ ４． ０４ ２． ４４ ５． １１ ０． ９２ ２． ３４ ５． ０１ 一〇 ．１０ ０． ８２
，

その他の保健 ２． ５１ ６． ６９ ３． ８６ ８． ０９ １． ３５ ３． ６９ ７． ９１ 一０ ．１７ １． １８

社会保障 １４ ．５４ ３８ ．７７ １９ ．２３ ４０ ．２８ ４． ６８ １８ ．７２ ４０ ．１３ 一０ ．５１ ４． １７

社会保険と社会福祉 １４ ．２９ ３８ ．０８ ８． ８２ ３９ ．４３ ４． ５３ １８ ．３９ ３９ ．４４ 一０ ．４２ ４． １１

その他の社会扶助 ０． ２６ ０． ６９ Ｏ． ４１ ０． ８６ ０． １５ ０． ３２ ０． ６９ 一〇 ．０９ ０． ０６

住宅，都市 ・地域計画 １． １０ ２． ９４ １． １６ ２． ４４ ０． ０６ １． ２３ ２． ６３ Ｏ． ０７ ０． １３

住　　宅 ０． ２２ ０． ５９ Ｏ． ２１ ０． ４４ 一〇 ．０１ ０． ３４ ０． ７２ Ｏ． １２ Ｏ． １２

都市 ・地域計画 ０． ３５ Ｏ． ９３ ０． ４８ １． ０１ Ｏ． １３ ０． ４５ ０． ９６ 一〇 ．０３ ０． １０

衛生施設 ・制度 ０． ５３ １． ４２ ０． ４７ Ｏ． ９９ 一０ ．０６ ０． ４４ ０． ９４ 一０ ．０３ 一〇 ．０９

その他の行政 Ｏ． ５７ １． ５２ ０． ７４ １． ５５ ０． １７ ０． ７０ １． ５０ 一０ ．０４ Ｏ． １３

経済促進，経済制度 ・経済管理 ５． ００ １３ ．３３ ４． ７３ ９． ９１ 一０ ．２７ ４． ９２ １０ ．５４ ０． １９ 一０ ．０８

農林漁業 １． １０ ２． ９４ ０． ６９ １． ４４ 一０ ．４２ ０． ８８ １． ８８ ０． １９ 一〇 ．２３

商品生産企業，商業，サ ービス ０． ７０ １． ８５ ０． ８７ １． ８２ ０． １７ １． ０４ ２． ２３ ０． １７ ０． ３４

交通 ・通信情報 ３． ２０ ８． ５４ ３． １７ ６． ６５ 一０ ．０３ ３． ００ ６． ４４ 一〇 ．１７ 一０ ．２０

その他支出 ０． ９７ ２． ５９ １． ３８ ２． ８９ Ｏ． ４１ １． ６７ ３． ５８ ０． ２９ ０． ７０

合　　計 ３７ ．５１ １００ ．ＯＯ ４７ ．７２ １００ ．００ １０ ．２１ ４６ ．６４ １００ ．ＯＯ 一１ ．０９ ９． １２

ａ， ｂ， ｃ＝ＧＮＰに対する割合（％）。 少数第３位を四捨五入した 。

樽成比は国家部門支出全体の中での百分比（％）。

出所 ：Ｓｔａｔｉｓｔｉｓｃｈｅｓｊａｈｒｂｕｃｈ， １９８２，Ｓ．５４０

（９９８）



　　　　　　　　　　１９７０年代前半の西独における国家シェアの増大について（坂野）　　　　　　　　９７

１３ ．７５％）の３者によっ て生じている 。まさに国民の生活に関連する政策分野における大幅な比重

の増大が生じている 。１９６９年からのＳＰＤ主導の連立政権による改良政策の展開が明瞭に表われ

ている 。

　第７表は，国家部門の最終消費支出の行政分野別の構成比および対ＧＮＰ比について１９７０年代

の前半と後半の動向を見たものである 。粗投資支出や移転支出を除外しているので，第４表とは

異なる傾向を示しているのは当然である 。１９７０～７５年で最終消費支出総額の対ＧＮＰ比率％は ，

約４ ．８８％ポイントの上昇を示したが，その主要な部分は保健（２ ．２２％ポイントの増加，寄与率

４５ ．４９％） ，教育（１ ．１３％ポイントの増加，寄与率２３ ．１６％）の２つであり ，両者で増加の約７割りを占

めている 。

　　　　　　第７表　公共部門の最終消費支出（行政分野別）の対ＧＮＰ比率（％）の推移

１９７０ １９７５ １９７８

ａ 構成比 ｂ 構成比 ｂ－ａ Ｃ 構成比 ｃ－ｂ Ｃ－ａ

一般国家行政 ３． ２２ ２０ ．１９ ３． ９５ １８ ．９８ ０． ７３ ３． ７９ １９ ．０１ 一〇 ．１６ Ｏ． ５７

一般行政 １． ５７ ９． ８３ １． ８４ ８． ８５ ０． ２８ １． ７２ ８． ６３ 一〇 ．１２ Ｏ． １５

外　　交 Ｏ． ０８ Ｏ． ４７ Ｏ． ０８ Ｏ． ３８ Ｏ． ＯＯ Ｏ． ０９ Ｏ． ４３ Ｏ． Ｏ１ Ｏ． ０１

司法 ・秩序 １． ２９ ８． １Ｏ １． ５８ ７． ６０ Ｏ． ２９ １． ５６ ７． ８４ 一〇 ．０２ Ｏ． ２７

一般研究 Ｏ． ２８ １． ７９ Ｏ． ４５ ２． １６ 一１ ．３４ Ｏ． ４２ ２． １１ 一〇 ．０３ Ｏ． １４

防　　衛 ２． ９３ １８ ．４１ ３． １４ １５ ．１１ Ｏ． ２１ ２． ８２ １４ ．１７ 一〇 ．３２ 一〇 ．１１

教　　育 ２． ９０ １８ ．２１ ４． ０３ １９ ．３７ １． １３ ３． ９７ １９ ．９４ 一〇 ．０６ １． ０７

保　　健 ３． ９２ ２４ ．６２ ６． １４ ２９ ．５２ ２． ２２ ５． ９０ ２９ ．６２ 一〇 ．２４ １． ９８

一般行政，規制，研究 Ｏ． ２１ １． ３１ Ｏ． ２８ １． ３５ Ｏ． ０７ Ｏ． ２６ １． ３１ 一〇 ．０２ Ｏ． ０５

保健施設 ・制度 １． ２４ ７． ８０ ２． ０５ ９． ８５ Ｏ． ８１ １． ９９ ９． ９９ 一〇 ．０６ Ｏ． ７５

その他の保健 ２． ４７ １５ ．５１ ３． ８１ １８ ．３２ １． ３４ ３． ６５ １８ ．３２ 一〇 ．１６ １． １８

社会保障 １． １９ ７． ５０ １． ６７ ８． Ｏユ ０． ４７ １． ６９ ８． ５０ ０． ０３ ０． ５０

杜会保険と社会福祉 １． ０８ ６． ７７ １． ４９ ７． １５ Ｏ． ４１ １． ５０ ７． ５３ Ｏ． Ｏユ ０． ４２

その他の社会扶助 Ｏ． １２ Ｏ． ７３ Ｏ． １８ Ｏ． ８６ 一〇 ．６７ Ｏ． １９ Ｏ． ９７ Ｏ． ０１ Ｏ． ０８

住宅，都市 ・地域計画 Ｏ． ３３ ２． １Ｏ Ｏ． ３７ １． ７６ Ｏ． ０３ Ｏ． ３１ １． ５６ 一〇 ．０６ 一０ ．０２

住　　宅 Ｏ． ０４ Ｏ． ２２ Ｏ． ０４ Ｏ． ２０ Ｏ． ０１ Ｏ． ０４ Ｏ． ２０ 一〇 ．ＯＯ Ｏ． ００

都市 ・地域計画 Ｏ． ３０ １． ８９ Ｏ． ３８ １． ８３ Ｏ． ０８ Ｏ． ３５ １． ７６ 一〇 ．０３ ０． ０５

衛生施設 ・制度 一〇 ．ＯＯ 一〇 ．０１ 一〇 ．０６ 一０ ．２７ 一〇 ．０５ 一〇 ．０８ 一〇 ．４０ 一〇 ．０２ 一０ ．０８

その他の行政 Ｏ． ３０ １． ８８ Ｏ． ３９ １． ８９ Ｏ． ０９ Ｏ． ４１ ２． ０５ Ｏ． ０２ ０． １１

経済促進，経済制度 ・経済管理 １． １３ ７． ０９ １． １２ ５． ３６ 一〇 ．０１ １． ０３ ５． １５ 一〇 ．０９ 一〇 ．１０

農林漁業 Ｏ． １５ Ｏ． ９３ Ｏ． １８ Ｏ． ８６ Ｏ． ０３ Ｏ． １６ ０． ８２ 一０ ．０２ ０． ０１

商品生産企業，商業，サ ービス Ｏ． １６ １． ０４ Ｏ． １４ Ｏ． ７０ 一０ ．０３ Ｏ． １１ Ｏ． ５６ 一〇 ．０３ 一〇 ．０５

交通 ・通信情報 Ｏ． ８１ ５． １２ Ｏ． ８０ ３． ８４ 一〇 ．０２ Ｏ． ７５ ３． ７７ 一〇 ．０５ 一〇 ．０６

その他支出 ■ 一 ’ ｉ 一
Ｏ． ００ Ｏ． ００ Ｏ． ００ ０． ００

合　　計 １５ ．９２ １００ ．ＯＯ ２０ ．８０ １００ ．００ ４． ８８ １９ ．９２ １００ ．ＯＯ 一〇 ．８８ ４． ＯＯ

　１ ．ａ ，ｂ ，ｃ＝ＧＮＰに対する割合（％）。 少数第３位を四捨五入した 。

　２ ．構成比は国家部門支出全体の中での百分比（％）。

　３ ．出所 ：Ｓｔａｔｉｓｔｉｓｃｈｅｓｊａ ｈｒｂｕｃｈ， １９８２，Ｓ．５４０

　第６表と第７表との差額によっ て移転支出及び粗投資の合計額の分野別配分を検討してみると ，

次の特徴が見られる 。１９７０年代前半のシェア５ ．３３％ポイントの上昇は，当然のことであるが，ほ

とんどは杜会保障（４ ．２１％ポイントの増加，寄与率７８ ．９９％）によっ て生じている 。その他では，外

交（Ｏ ．４０％ポイントの増加，寄与率９ ．５０％） ，教育（Ｏ ．２７％ポイント ，寄与率５ ．１５％）が比重を増してい

る。

　１９７０年代後半（１９７８年まで）の分野別経費動向では，シェアは国家部門の総経費において
１． ０９％ポイント低下しているが，そのうちＯ ．８８％ポイント（８０ ．７３％）は最終消費である 。分野別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９９９）



　９８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第６号）

ではほとんどの分野で比重が低下しているが，増加している分野として，外交，住宅，農林漁業 ，

生産企業 ・サ ービス等，その他支出がある 。大部分の分野が７０年代前半には上昇し，後半には低

下しているが
，’

７０年代を通じて比重が増大している分野は，外交，生産企業 ・サ ービス等，その

他支出であり ，一貫して低下を示しているのが衛生施設 ・制度，交通 ・情報通信の２分野である 。

１９７８年と１９７０年を比較して，大部分の分野は割合を増大させているが，防衛，衛生施設 ・制度
，

農林漁業，交通 ・通信情報の４分野では，低下が見られる 。

４． 財政統計による分析

　第８表は，国家部門から社会保険機関を除外した公共団体の財政支出について（従 って国民経

済計算の国家シェアとは移転支出の大半を含まない点で異なっ ている），目的別分野の状況を ，１９７０～７８

年について見たものである 。７０年代前半の５年間でシェアは，５ ．２６％ポイント増大したが，その

うち社会保障関係で２ ．１３％（寄与率４０ ．４４％），文教 ・科学技術関係で１ ．６７％（同３１ ．７４％），この両

分野で３ ．８０％ポイントの増加であり ，全体の７２％を占めている 。増加寄与率で見て１９７５年の構成

比より大きなものとして前記の２分野以外に保健スポーツが，低いものとして防衛費がある 。ま

た， １９７０年に比較して１９７５年が低下をしている分野として農林漁業，交通通信，土地 ・資本資産 ，

第８表　公共団体の歳出（Ｎｅｔｔｏａｕｓｇａｂｅｎ）の団体別　分野別のＧＮＰ割合とその変化

　　　　　　　一１９７５年度とその変化（１９７０～７５年と１９７５～７８年）一

１９７５年度歳出
１９７０ １９７８

との との 増減への寄与率

連邦
Ｌへ

州 市町村 合計 ａ
ａの

ＥＲＰ ’比％
ｂ Ｃ ｄ ｅ

政治指導 ・中央行政 Ｏ． ３９ ０． ００ Ｏ． ７８ ０． ８３ ２． ０１ ５． ８７ Ｏ． ３７ 一〇 ．１６ ７． ０２ １０ ．７１

外　　交 Ｏ． ４８ ０． ０２ ０． ００ Ｏ． ５１ １． ４８ 一〇 ．０１ 一〇 ．０３ 一０ ．２５ ２． ２９

防　　衛 ３． １３ ３． １３ ９． １５ ０． ２１ 一０ ．２９ ３． ９１ １９ ．６９

公安 ・秩序 ・司法 Ｏ． １１ １． １３ ０． ２４ １． ４７ ４． ３１ ０． ３１ 一０ ．０３ ５． ９３ １． ８９

文教 ・科学技術 ０． ７８ Ｏ． ＯＯ ４． ０３ １． ２４ ６． ０５ １７ ．６９ １． ６７ 一０ ．４０ ３１ ．６５ ２７ ．６５

社会保障 ・戦災 ５． ５７ Ｏ． １０ １． １７ １． ２３ ８． ３６ ２３ ．６０ ２． １３ 一０ ．６０ ４０ ．４４ ４１ ．０７

社会保険 ２． ５３ ０． ０３ ２． ５６ ７． ４８ ０． ８３ 一〇 ．０８ １５ ．８４ ５． ６８

保健スポーツ ０． １２ ０． ０２ Ｏ． ５６ １． ３６ ２． ０６ ６． ０３ ０． ５６ 一０ ．０６ １０ ．５６ ４． １３

住宅 ・地域 ・都市開発 ０． １２ ０． ０１ Ｏ． ４１ ０． ２４ ０． ７６ ２． ２３ ０． １４ ０． ０７ ２． ６３ 一４ ．６２

自治共同体業務 ０． ０１ ０． １１ ０． ９１ １． ０４ ３． ０３ ０． ０８ 一０ ．０５ １． ４８ ３． ２９

食料 ・農林 Ｏ． ２２ ０． ００ Ｏ． ２３ ０． ０３ ０． ４８ １． ４１ 一〇 ．７３ 一０ ．０９ 一１３ ．８６ ６． ４１

エネルギー・ 水・ 経営 ０． ４３ ０． １２ Ｏ． ３４ ０． ０７ ０． ９７ ２． ８４ Ｏ． ０６ Ｏ． ０５ １． １６ 一３ ．６１

交通通信 １． １３ Ｏ． ０１ ０． ６６ ０． ４９ ２． ２９ ６． ６９ 一〇 ．３０ 一〇 ．２０ 一５ ．７９ １３ ．６６

経済企業 Ｏ． ９１ ０． ２８ ０． ３４ １． ５３ ４． ４７ Ｏ． ３０ ０． ０３ ５． ７１ 一２ ．０３

土地 ・資本財産 ０． ０３ Ｏ． １０ ０． ２６ ０． ３９ １． １５ 一０ ．０７ ０． ０１ 一１ ．２８ 一０ ．８１

一般財務 １． ９４ ０． ０５ １． ７９ ０． ３４ ３． ４３ １０ ．０５ ０． ５６ Ｏ． ２９ １０ ．７０ 一１９ ．７４

合　　計 １５ ．３７ ０． ３０ １１ ．６１ ６． ９０ ３４ ．１８ １００ ．ＯＯ ５． ２６ 一１ ．４５ １００ ．００ １００ ．００

増減％ポイント
１９７０～７５ ２． ６０ 一０ ．２５ ２． ０４ ０． ８７ ５． ２６

１９７５～７８ 一〇 ．６４ 一〇 ．０９ 一０ ．２５ 一０ ．４７ 一１ ．４５

公共団体間の配分割合 ％ ％ ％ ％ ％
１９７０ ４４ ．１６ １． ９０ ３３ ．０８ ２０ ．８６ １００ ．００

１９７５ ４４ ．９７ ０． ８７ ３３ ．９６ ２０ ．２０ １００ ．００

１９７８ ４５ ．０１ ０． ６４ ３４ ．６９ １９ ．６６ １００ ．ＯＯ

　ｂ＝ａ に相当する１９７０年の値に対する１９７５年 ａの増減。ｃ＝１９７５年 ａに対する ａに相当する１９７８年の増減。ｄ＝ｂの寄与率。ｅ＝ｃの

寄与率 。

ＬＡ：負担調整基金，ＥＲＰ＝ヨーロソハ復興計画基金 。

対ＧＮＰ比率は少数第３位を四捨五入 。

出所Ｆ１ｎ　ｂ １ｃ
ｈｔ，１９７６Ｓ２４０ －２４１ ．１９８１ ，Ｓ２８０ －２８１ ．１９８４，Ｓ２５６－２５７の数値に基ついて計算 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０００）



　　　　　　　　　　１９７０年代前半の西独における国家シェアの増大について（坂野）　　　　　　　　９９

外交がある 。ここでも ，主要な増加分野が，社会保障，教育，保健等の生活関連分野であり ，改

良政策の充実が進行したことが分かる 。

　１９７５年から１９７８年への変化は，全体では，１ ．４５％ポイントの低下であるが，低下幅の大きなも

のは，社会保障関連，教育がおもなもので，１９７０年代前半に大きく増加したものがその伸びを抑

制されたことを示している 。また，減少に対する寄与率の大きいものとして上記２分野の他に防

衛および交通通信がある 。

　どの団体のどの経費がどれだけ比率を高めたか，また減らしたか。国家シェアの増大の過程が，

公共団体問の経費配分にどのような影響を与えたかは，ネ ット支出次元で見る限り ，基本的な変

化は生じていないようである 。すなわち，第８表に見るように，連邦のネ ット支出の対ＧＮＰ比

率は，７０年代前半に２ ．６０％上昇し（公共団体全体の上昇ポイント５ ．２６の４９ ．４％） ，７８年までの３年問

でＯ ．６４％低下（公共団体全体の低下ポイント１ ．４５の４４ ．１％）した。州政府のそれは２ ．０４％ポイントの

上昇（寄与率３８ ．８％）とＯ ．２５ポイントの低下（寄与率１７ ．２％）である 。市町村ではＯ ．８７％ポイント

の上昇（寄与率１６ ．５％）とＯ ．４７ポイントの低下（寄与率３２ ．４％）である
。

　全公共団体の経費支出に占める割合を１９７０年と１９７５年を対比すると ，連邦は僅かに比重を増大

させているが，ＬＡ，ＥＲＰ等を含めると微減である 。州政府は１ ．６１％ポイントの増加，市町村は

１． ２％ポイントの減少である 。運邦と州の比重の増加と市町村の低下が進行したことが分かるが ，

しかしその程度は基本構造の変化をもたらすほとのものとは言えない 。

　第２節　財政統計と関連する公務員の構成状況

　ここで，財政収支統計や国民経済計算の数値による国家 ・公共部門の役割の変遷についての分

析を補完するものとして，公務員数の団体別，部門別の構成の変化を検討しておくことは，有益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
であろう 。なお，利用している統計資料は社会保険や公企業も含む最も対象範囲の広いもので ，

その意味で，公企業等の企業的団体の職員数を含まない第５表の数値よりはかなり大きな数字に

なっ ている 。

１　公務従事者全体の人数の変遷の状況

第９表は，公務従事者総数の変遷状況を示している 。ここでの特徴として注意を引くのは，総

第９表　国家部門就業者数とその内訳 （単位 ：１０ ，Ｏ００人，％）

就業者 全行政部門 直接行　政 問　接　行　政

総　数 フ　ル うち
パート 小　計 フ　ル 非軍事 パート 小　計

フ　　ル

タイム 軍人 タイム タイム パート

１９５０ ２２８ ．２ ９７ ．０６

一
２． ９４ ９６ ．４１ ９３ ．４７ ２． ０９ ３． ５９ ３． ５９

’
１９６０ ３１５ ．２ ９３ ．８４ ４． ７６ ６． １５ ９５ ．３０ ８９ ．４０ ８４ ．６４ ５． ９０ ４． ７０ ４． ４４ ２． ５４

１９６５ ３５５ ．９ ９２ ．３９ ５． ８４ ７． ６１ ９５ ．４４ ８８ ．１７ ８２ ．３３ ７． ２８ ４． ５５ ４． ２１ Ｏ． ３４

１９７０ ３８７ ．６ ９０ ．２４ ５． ９９ ９． ７５ ９５ ．２８ ８５ ．９４ ７９ ．９５ ９． ３４ ４． ７２ ４． ３１ Ｏ． ４１

ユ９７５ ４４１ ．９ ８８ ．３４ ５． ３２ １１ ．６５ ９５ ．０７ ８３ ．８７ ７８ ．５４ １１ ．２０ ４． ９３ ４． ４８ Ｏ． ４５

１９８０ ４６５ ．７ ８６ ．７３ ５． ０９ １３ ．２７ ９５ ．１３ ８２ ．３４ ７７ ．２６ １２ ．７８ ４． ８７ ４． ３８ Ｏ． ４９

１． １９５０年は９月２日現在，１９６０ ．１９６５ ．１９７０の各年度は１０月２日現在，１９７５．１９８０各年度は６月３０日現在の数値である 。

２． 直接行政部門＝公共団体および連邦鉄道 ・連邦郵便のそれぞれの所轄 ・裁判所 ・施設 。

３． 間接行政部門＝ 連邦雇用庁，連邦及び州の監督下の社会保険機関，連邦 ・州 ・市町村の外郭給付機関 。

４． 就業者総数および小計の欄は絶対数（単位１万人）を掲げてある 。その他の欄はすべて合計数に対する割合％である 。

資料　Ｓｔａｔｌｓｔｌｓｃ ｈｅｓ　 Ｂ　ｄ　　 ｔ　 Ｆｍａｎｚｅｎｍｄ 　Ｓｔｅｕｅｍ　 Ｆａｃ ｈｓｅｒｌｅ１４Ｒ ｅ１ｈｅ６Ｐｅｒｓｏｎａ１ｄｅｓ　ｏ 伍ｅｎｔ１１ｃｈｅｎ Ｄ１ｅｎｓｔｅｓ１９９１Ｓ１８４ －１８５

（１００１）



１００ 　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第６号）

第１０表　国家部門就業者数の変遷 ：５年問及び１０年年問の増減数 （単位 ：１０ ，０００人）

対象期問 就業者 フルタ 直接行政 間接行政
１０年問 総数 イ　ム

うち軍人 パート

小計 フ　ル 非軍事 パート 小計 フ　ル パート

１９５０ －６０ ８７ ．０ ７４ ．３ １５ ．０ １２ ．７ ８０ ．４ ６８ ．５ ５３ ．５ １１ ．９ ６． ６ ５． ８ ０． ８

１９６０ －７０ ７２ ．４ ５４ ．０ ８． ２ １８ ．４ ６８ ．９ ５１ ．３ ４３ ．１ １７ ．６ ３． ５ ２． ７ ０． ８

１９７０ －８０ ７８ ．１ ５４ ．１ ０． ５ ２４ ．０ ７３ ．７ ５０ ．４ ４９ ．９ ２３ ．３ ４． ４ ３． ７ ０． ７

５年問

１９６０ －６５ ４０ ．７ ３３ ．０ ５． ８ ７． ７ ３９ ．３ ３２ ．Ｏ ２６ ．２ ７． ３ １． ４ １． Ｏ ０． ４

１９６５－ ７０ ３１ ．７ ２１ ．０ ２． ４ １０ ．７ ２９ ．６ １９ ．３ １６ ．９ １０ ．３ ２． １ １． ７ ０． ４

１９７０ －７５ ５４ ．３ ４０ ．６ ０． ３ １３ ．７ ５０ ．８ ３７ ．５ ３７ ．２ １３ ．３ ３． ５ ３． １ Ｏ． ４

１９７５－ ８０ ２３ ．８ １３ ．５ Ｏ． ２ １０ ．３ ２２ ．９ １２ ．９ １２ ．７ １０ ．Ｏ Ｏ． ９ ０． ６ ０． ３

資料 ：Ｓｔａｔ１ｓｔｌｓｃｈｅｓ　Ｂｍｄｅｓａｍｔ，Ｆｍａｎｚｅｎ　ｍｄ　Ｓｔｅｕｅｍ，Ｆａｃ ｈ　ｅｒ１ｅ１４Ｒｅｌｈｅ６，Ｐｅ　ｏｍｌ　 ｄｅｓ　ｏ 舟ｅｎｔｌｌｃｈｅｎ　 Ｄｌｅｎｓｔｅｓ ，１９９１ ，Ｓ１８４ －１８５

数が前記のように７０年代後半以降も増加し続けることとともに，フルタイム勤務者の比率の低下

である 。逆にパートタイム勤務者の割合が，１９５０年の３％弱から６０年の６ ．２％，７０年の９ ．８％を経

て８０年には１３３％にまで増大している 。第１０表は，各期問の公務従事者の増加数（と増加率）を

示しているが，１９５０年代に８７万人，６０年代に７２万人，７０年代に７８万人と増加していて，絶対数で

は大きな変化はないが，増加率ではかなりの低下を示している。敗戦後の国家機構の整備と現代

的行政需要への対応が進むにつれて，増加数 ・率が低下するのは当然のことであるが，５年こと

の変化を見ると ，７０年代前半に５４ ．３万人も増加しており（特に，非軍事の行政部門が３７ ．２万人と飛び

抜けて多い），増加率もそれまでより高くなっ ていて，７０年代前半期の特殊性が示されている点が

注目される 。

２． 団体別の配分比率

　第１１表は，公務従事者の団体別配分状況の変遷を示している 。ここでの特徴としては，１９６０年

代の半はまでは，第二次大戦後の国家体制の整備の過程で中央の連邦政府の権限の整備 ・強化
，

特に軍事力の整備等によっ て， 連邦の比重が増大し，州と市町村，特に市町村の比率が低下する

傾向にあ ったが，その後は現代的行政需要の増大，社会改良政策の一定の進行の中で州政府の比

率が増加している 。市町村の比率は殆ど変化していない（極僅かに低下）。 この傾向は，直接的な

行政分野に従事している職員について言えるだけでなく ，経済企業や市町村目的団体を加えても

同様の結果となる 。

第１１表　国家部門就業者数（フルタイム勤務者 ・直接行政部門）の団体別構成比　（単位 ：万人，％）

構成比　行政のみ 行政十経済企業 行政十経済企業十ＫＺ

合計数 連邦 州 市町村 合計数 連邦 州 市町村 合計数 連邦 州 市町村

１９５０ １１３ ．２７ ５． ２９ ５６ ．５６ ３８ ．１６ １３２ ．７８ ４． ７０ ５４ ．３９ ４０ ．９１ １３２ ．７８ ４． ７０ ５４ ．３９ ４０ ．９１

１９５５ １３６ ．３５ ８． １８ ５６ ．３０ ３５ ．５２ １５７ ．４７ ７． ３３ ５４ ．２３ ３８ ．４４ １５７ ．４７ ７． ３３ ５４ ．２３ ３８ ．４４

１９６０ １６０ ．１３ １２ ．９１ ５４ ．６１ ３２ ．４８ １８０ ．２９ １１ ．７３ ５２ ．６７ ３５ ．６０ １８１ ．８９ １１ ．６２ ５２ ．２１ ３６ ．１７

１９６５ １８９ ．１５ １４ ．９４ ５３ ．１１ ３１ ．９６ ２０６ ．７８ １３ ．８７ ５１ ．７６ ３４ ．３７ ２０８ ．４８ １３ ．７６ ５１ ．３３ ３４ ．９１

１９７０ ２１１ ．９３ １４ ．１９ ５４ ．２４ ３１ ．５７ ２２７ ．２９ １３ ．４２ ５３ ．２３ ３３ ．３４ ２２９ ．１９ １３ ．３１ ５２ ．７９ ３３ ．９０

１９７５ ２４７ ．５５ １２ ．８５ ５５ ．７８ ３１ ．３７ ２６１ ．２３ １２ ．３３ ５５ ．１３ ３２ ．５４ ２６３ ．４０ １２ ．２２ ５４ ．６８ ３３ ．１０

１９８０ ２６７ ．４３ １１ ．９ ５６ ．４５ ３１ ．８６ ２８０ ．４６ １１ ．２７ ５５ ．９０ ３２ ．８２ ２８３ ．４３ １１ ．１６ ５５ ．３２ ３３ ．５３

１． 連邦鉄道 ・違邦郵便を除く 。ＫＺ＝市町村の目的団体 。

２． 連邦，州，市町村の棚は合計に対する樽成比％である 。

汽料　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｓｃｈｅｓ　Ｂ　ｄｅ　ａ　ｔ，Ｆｍａｎｚｅｎ　ｍｄ　Ｓｔｅｕｅｍ，Ｆａｃ
ｈｓｅｒ１ｅ１４，Ｒｅ１ｈｅ６，Ｐｅ　 ｎ１ｄｅｓ　ｏ丑ｅｎｔｌｌｃｈｅｎ　Ｄｍｓｔｅｓ，１９９１ ，Ｓ１８４－１８５
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　　　　　　　　　　　　１９７０年代前半の西独における国家シェアの増大について（坂野）　　　　　　　　１０１

３． 分野別 ・部門別の配分構成の変遷

　第１２，１３表は，行政分野別の公務従事者の配分状況が，１９６０年から１９８０年までどのように変化

したかを示すものであるが，１９６０年には３７万人と最大であ った一般行政 ・中央行政が，１９８０年に

は４８万人に増大はしているが分野別の比重では第２位となり ，代わ って教育 ・科学研究が１９６０年

の３６万人から８０年の８５万人へと２ ．３５倍と飛び抜けた増加率を示し最大の人員を擁する分野となっ

ている 。教育 ・科学研究の中でも特に増加率の大きな分野は大学であり ，１９６０年の５ ．６万人が８０

年には２１万人と２０年問に３ ．８倍となっ た。

第１２表　行政分野別の国家部門就業者数（直接行政部門のフルタイム勤務者　鉄道　郵便を除く）

就業者数（単位 ：万人） １９６０＝１００とする指数 １９７０＝１００とする指数

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９７５ １９８０ １９７５ １９８０

政治指導 ・中央行政（十外交） ３７ ．０８ ４０ ．ＯＯ ４１ ．３８ ４５ ．７２ ４７ ．８９ １． ２３３０ １． ２９１５ １． １０４８ １． １５７３

防衛（軍人を除く） ８． ５５ １５ ．５２ １７ ．１３ １７ ．７５ １７ ．２２ ２． ０７６０ ２． ０１４０ １． ０３６１ １． Ｏ０５２

公的安全と秩序 １８ ．４０ ２０ ．７９ ２２ ．６５ ２５ ．８８ ２９ ．０９ １． ４０６５ １． ５８０９ １． １４２６ １． ２８４３

司　　法 ９． ３０ ９． ９０ １０ ．６６ １１ ．７８ １２ ．５４ １． ２６６６ １． ３４８３ １． １０５０ １． １７６３

教育 ・科学研究 ３６ ．１８ ４５ ．５３ ５７ ．６９ ７６ ．１９ ８４ ．９７ ２． １０５８ ２． ３４８５ １． ３２０６ １． ４７２８

うち学校教育 ・事前教育 ２７ ．２２ ３２ ．４２ ４０ ．１４ ５０ ．７８ ５７ ．５２ １． ８６５５ ２． １ユ３１ １． ２６５０ １． ４３２９

大　　学 ５． ５６ ９． １３ １３ ．０４ １９ ．４３ ２０ ．９６ ３． ４９４６ ３． ７６９７ １． ４９００ １． ６０７３

社会保障 １１ ．１２ １１ ．１７ １０ ．６６ １１ ．５３ １２ ．４１ １． ０３６８ １． １１６０ １． ０８１６ １． １６４１

保健スポーツ等 １７ ．３０ ２０ ．６５ ２４ ．１１ ２９ ．７０ ３３ ．３０ １． ７１６７ ユ． ９２４８ １． ２３１８ １． ３８１１

住宅 ・地域 ・自治体 ９． １４ １０ ．６８ １１ ．１５ １３ ．３１ １５ ．０２ １． ４５６２ １． ６４３３ １． １９３７ １． ３４７０

農林水産業 ２． ０５ １． ９９ ２． ２０ ２． ２４ ２． ５４ １． ０９２６ １． ２３９０ １． ０１８１ １． １５４５

エネルギー・ 経営 １． ６６ １． ９１ ２． １５ ２． １７ ２． ０６ １． ３０７２ １． ２４０９ ユ． Ｏ０９３ Ｏ． ９５８１

交通通信 ９． ３５ １１ ．０１ １２ ．１５ １１ ．２８ １０ ．３７ １． ２０６４ １． １０９０ ０． ９２８３ Ｏ． ８５３４

ａ． 行政部門　小計 １６０ ．１３ １８９ ．１５ ２１１ ．９３ ２４７ ．５５ ２６７ ．４２ １． ５４５９ １． ６７００ １． １６８０ １． ２６１８

ｂ． 法的非独立の経済企業 ２， ０１６ １， ７６３ １， ５３６ １， ３６８ １， ３０３ Ｏ． ６７８５ Ｏ． ６４６３ Ｏ． ８９０６ Ｏ． ８４８３

Ｃ． 合　　計 １８ ，０２９ ２０ ，６７８ ２２ ，７２９ ２６ ，１２３ ２８ ，０４５ １． ４４８９ １． ５５５５ １． １４９３ １． ２３３８

指数計算では少数第５位以下を切捨てた 。

資料 ：Ｓｔａｔｉｓｔｉｓｃ ｈｅｓ Ｂｍｄｅｓａｍｔ，ＦｉｎａｎｚｅｎｍｄＳｔｅｕｅｍ，Ｆａｃ
ｈｓｅｒｉｅ１４，Ｒｅｉｈ ｅ６，Ｐｅｒｓｏｎａ１ｄ

ｅｓ
舶ｅｎｔ１ｉｃｈｅｎ Ｄｉｅｎｓｔｅｓ ，１９９１ ，Ｓ．１８８ －１８９

第１３表　国家部門就業者数（直接行政部門のフルタイム勤務者　鉄道　郵便を除く）

　　　の行政分野別構成比率％

分野別構成比率％ 構成比率の増減

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９６０ －７５ １９７０ －７５ １９７５－ ８０

政治指導 ・中央行政（十外交） ２０ ．５７ １９ ．３４ １８ ．２１ １７ ．５０ １７ ．０８ 一３ ．０７ 一〇 ．７１ 一０ ．４２

防　　衛 ４． ７４ ７． ５１ ７． ５４ ６． ７９ ６． １４ ２． ０５ 一〇 ．７５ 一〇 ．６５

公的安全と秩序 １０ ．２１ １０ ．０５ ９． ９７ ９． ９１ １０ ．３７ 一〇 ．３０ 一０ ．０６ Ｏ． ４６

司　　法 ５． １６ ４． ７９ ４． ６９ ４． ５１ ４． ４７ 一〇 ．６５ 一〇 ．１８ 一〇 ．０４

教育 ・科学研究 ２０ ．０７ ２２ ．３０ ２５ ．３８ ２９ ．１７ ３０ ．３０ ９． １０ ３． ７９ １． １３

うち学校教育 ・事前教育 １５ ．１０ １５ ．６８ １７ ．６６ １９ ．４４ ２０ ．５１ ４． ３４ １． ７８ １． ０７

大　　学 ３． ０８ ４． ４２ ５． ７４ ７． ４４ ７． ４７ ４． ３６ １． ７０ ０． ０３

社会保障 ６． １７ ５． ４０ ４． ６９ ４． ４１ ４． ４３ 一１ ．７６ 一〇 ．２８ Ｏ． ０２

保健スポーツ等 ９． ６０ ９． ９９ １０ ．６１ １１ ．３７ １１ ．８７ １． ７７ Ｏ． ７６ ０． ５０

住宅 ・地域 ・自治体 ５． ０７ ５． １６ ４． ９１ ５． １０ ５． ３６ Ｏ． ０３ Ｏ． １９ Ｏ． ２６

農林水産業 １． １４ Ｏ． ９６ ０． ９７ Ｏ． ８６ Ｏ． ９１ 一〇 ．２８ 一〇 ．１１ Ｏ． ０５

エネルギー・ 経営 Ｏ． ９２ Ｏ． ９２ Ｏ． ９４ Ｏ． ８３ Ｏ． ７３ 一〇 ．０９ 一〇 ．１１ 一〇 ．１０

交通通信 ５． １９ ５． ３２ ５． ３４ ４． ３２ ３． ７０ 一〇 ．８７ 一１ ．０２ 一〇 ．６２

ａ． 行政部門　小計 ８８ ．８２ ９１ ．４７ ９３ ．２４ ９４ ．７６ ９５ ．３５ ５． ９４ １． ５２ Ｏ． ５９

ｂ． 法的非独立の経済企業 １１ ．１８ ８． ５３ ６． ７６ ５． ２４ ４． ６４ 一５ ．９４ 一１ ．５２ 一０ ．６０

（１００３）



　１０２　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第６号）

　第１４，１５表は，行政分野別の公務従事者数が就業者総数及び雇用者総数に対する比率でどの程

度であるかを計算したものである。この比率の増加している部門と低下している部門を調べるこ

とによっ て国民経済的な労働力配置の観点から見て，どの行政分野が重要性を高めているかが分

かる 。５年置きに調べたその比重が，対就業者総数比においても対雇用者総数比においても絶え

ず増大しているのは，公的安全と秩序，教育 ・科学研究，保健スポーツ等，住宅 ・地域 ・自治体

サービスの４部門と案外少なく ，その他の行政分野は比率を減らしている期間がある 。

第１４表　国家部門就業者数（直接行政部門のフルタイム勤務者　鉄道 ・郵便を除く）

　　　の対就業者総数比率％

分野別の対就業者総数比率％ 比率の増減

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９６０ －７５ １９７０ －７５ １９７５ －８０

政治指導 ・中央行政（十外交） １． ４２２７ １． ４９５０ １． ５５７９ １． ７５７１ １． ７７５０ Ｏ． ３３４４ ０． １９９２ ０． ０１７９

防衛（軍人を除く） ０． ３２８０ ０． ５８００ ０． ６４４９ Ｏ． ６８２１ ０． ６３８２ Ｏ． ３５４１ Ｏ． ０３７２ 一０ ．０４３９

公的安全と秩序 ０． ７０５９ ０． ７７７０ ０． ８５２７ ０． ９９４６ １． ０７８２ ０． ２８８７ ０． １４１９ ０． ０８３６

司　　法 ０． ３５６８ ０． ３７００ ０． ４０１３ ０． ４５２７ ０． ４６４７ ０． ０９５９ ０． ０５１４ ０． ０１２０

教育 ・科学研究 １． ３８８１ １． ７０１７ ２． １７２０ ２． ９２８１ ３． １４９３ １． ５４００ Ｏ． ７５６１ ０． ２２１２

うち学校教育 ・事前教育 １． ０４４３ １． ２１１７ １． ５１１２ １． ９５１５ ２． １３１９ ０． ９０７２ ０． ４４０３ ０． １８０４

大　　学 Ｏ． ２１３３ ０． ３４１２ ０． ４９０９ ０． ７４６７ ０． ７７６８ ０． ５３３４ ０． ２５５８ Ｏ． ０３０１

社会保障 ０． ４２６６ ０． ４１７４ ０． ４０１３ ０． ４４３１ ０． ４５９９ ０． ０１６５ ０． ０４１８ ０． ０１６８

保健スポーツ等 ０． ６６３７ Ｏ． ７７１８ ０． ９０７７ １． １４１４ １． ２３４２ ０． ４７７７ Ｏ． ２３３７ ０． ０９２８

住宅 ・地域 ・自治体 ０． ３５０６ ０． ３９９１ ０． ４１９８ ０． ５１１５ Ｏ． ５５６７ Ｏ． １６０９ Ｏ． ０９１７ ０． ０４５２

農林水産業 ０． ０７８６ ０． ０７４３ ０． ０８２８ ０． ０８６０ ０． ０９４１ ０． ００７４ Ｏ． ００３２ ０． ００８１

エネルギー・ 経営 Ｏ． ０６３６ Ｏ． ０７１３ Ｏ． ０８０９ ０． ０８３３ ０． ０７６３ ０． ０１９７ ０． ００２４ 一０ ．００７０

交通通信 ０． ３５８７ Ｏ． ４１１５ ０． ４５７４ ０． ４３３５ Ｏ． ３８４３ ０． ０７４８ 一０ ．０２３９ 一〇 ．０４９２

ａ． 行政部門　小計 ６． １４３９ ７． ０６９７ ７． ９７９２ ９． ５１３８ ９． ９１１７ ３． ３６９９ １． ５３４６ ０． ３９７９

ｂ． 法的非独立の経済企業 Ｏ． ７７３５ ０． ６５８９ ０． ５７８３ ０． ５２５７ ０． ４８２９ 一０ ．２４７８ 一０ ．０５２６ 一０ ．０４２８

Ｃ． 合計 ６． ９１７４ ７． ７２８６ ８． ５５７６ １０ ．０３９５ １０ ．３９４７ ３． １２２１ １． ４８１９ ０． ３５５２

１　就業者総数（単位 ：万人）は ，１９６０年２ ，６０６ ．３．１９６５年２ ，６７５ ．５ ．１９７０年２ ，６５６ ．０ ．１９７５年２ ，６０２ ．Ｏ ，１９８０年２ ，６９８ ．０（ＳＶＲ ：

Ｊｇ．１９９２／９３，Ｓ．２９９ ．）。

　　第１５表　国家部門就業者数（直接行政部門のフルタイム勤務者　鉄道　郵便を除く）

　　　　　の対雇用者総数比率％

分野別の対雇用者総数比率％ 比率の増減

１９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９６０ －７５ １９７０ －７５ １９７５－ ８０

政治指導 ・中央行政（十外交） １． ８４７２ １． ８４９７ １． ８６９１ ２． ０４３１ ２． ０１０６ ０． １９５９ Ｏ． １７４ 一０ ．０３２５

防衛（軍人を除く） Ｏ． ４２５９ ０． ７１７６ Ｏ． ７７３７ ０． ７９３２ ０． ７２２９ ０． ３６７３ Ｏ． ０１９５ 一０ ．０７０３

公的安全と秩序 Ｏ． ９１６６ ０． ９６１３ １． ０２３１ １． １５６５ １． ２２１３ ０． ２３９９ Ｏ． １３３４ Ｏ． ０６４８

司　　法 ０． ４６３３ ０． ４５７８ ０． ４８１５ ０． ５２６４ ０． ５２６４ ０． ０６３１ Ｏ． ０４４９ ０． Ｏ０００

教育 ・科学研究 １． ８０２４ ２． １０５４ ２． ６０５９ ３． ４０４８ ３． ５６７４ １． ６０２４ ０． ７９８９ ０． １６２６

うち学校教育 ・事前教育 １． ３５６０ １． ４９９１ １． ８１３１ ２． ２６９２ ２． ４１４９ ０． ９１３２ Ｏ． ４５６１ ０． １４５７

大　　学 Ｏ． ２７６９ Ｏ． ４２２１ ０． ５８９０ Ｏ． ８６８３ Ｏ． ８８００ ０． ５９１４ Ｏ． ２７９３ ０． ０１１７

社会保障 ０． ５５３９ ０． ５１６５ ０． ４８１５ ０． ５１５２ ０． ５２１０ 一０ ．０３８７ ０． ０３３７ ０． ００５８

保健スポーツ等 ０． ８６１８ ０． ９５４９ １． ０８９０ １． ３２７２ １． ３９８１ ０． ４６５４ ０． ２３８２ ０． ０７０９

住宅 ・地域 ・自治体 ０． ４５５３ ０． ４９３８ ０． ５０３６ ０． ５９４８ ０． ６３０６ ０． １３９５ ０． ０９１２ Ｏ． ０３５８

農林水産業 ０． １０２１ ０． ０９２０ ０． ０９９３ ０． １００１ ０． ０８６４ 一〇 ．００２０ ０． ０００８ 一０ ．０１３７

エネルギー・ 経営 ０． ０８２６ ０． ０８８３ ０． ０９７１ ０． ０９６９ ０． ０８６４ ０． ０１４３ 一０ ．０００２ 一０ ．０１０５

交通通信 ０． ４６５７ ０． ５０９１ Ｏ． ５４８８ ０． ５０４０ Ｏ． ４３５３ ０． ０３８３ 一〇 ．０４４８ 一０ ．０６８７

ａ． 行政部門　小計 ７． ９７７３ ８． ７４６８ ９． ５７３１ １１ ．０６２６ １１ ．２２７６ ３． ０８５３ １． ４８９５ ０． １６５０

ｂ． 法的非独立の経済企業 １． ００４３ Ｏ． ８１５２ Ｏ． ６９３８ ０． ６１１３ ０． ５４７０ 一０ ．３９３０ 一０ ．０８２５ 一０ ．０６４３

Ｃ． 合計 ８． ９８１７ ９． ５６２０ １０ ．２６６９ １１ ．６７４０ １１ ．７７４７ ２． ６９２３ １． ４０７１ Ｏ． １００７

１　雇用者総数（単位 ：万人）は ，１９６０年２ ，００７ ．３ ．１９６５年２ ，１６２ ．５ ．１９７０年２ ，２１３ ．８ ．１９７５年２ ，２３７ ．７ ．１９８０年２ ，３８１ ．８である
。

（ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９９２／９３，Ｓ ．２９９ ．）

（１００４）



　　　　　　　　　　１９７０年代前半の西独における国家シェアの増大について（坂野）　　　　　　　　 １０３

４． 公務員数の配分変遷と国家シェアの変化とからの印象の差異

　経費支出の国民経済的比率から得られた印象と公務部門従事者の全労働者比率からの結果を比

較すると ，経費支出額から捉えた場合に最大の膨脹要因であ った社会保障関係部門の比重が，公

務従事者数から捉えた場合には殆ど膨脹要因となっ ていないこと ，それに対し，教育 ・科学研究

分野は要員数の増大における最大の貢献度を示すとともに，国家支出の支出面でも社会保障関係

に次いで第２の比重を占めている 。社会保障と教育が第二次大戦後の経費膨脹に占める２大要因

であることは，殆どの先進国で共通して見られることであるが，西独の場合はその典型とも言え

る。 しかし，その２つの分野が基本的な統計資料である経費支出額と公務従事者数で全く異なる

現れ方をしているのには，当然のことだが，それなりの理由がある 。すなわち，所得再分配政策

の実施には多額の保険料収入 ・租税財源を伴なう扶助給付の増大が不可避であるが，その実務的

処理には相対的に公務従事者を要しない。それに対し，教育 ・研究分野においては，教育 ・研究

労働を行う要員の確保が不可欠であり ，現代化に伴なう教育需要の増大 ・高度化は教育労働者の

増大を必然化する 。特に西独の場合のように教育分野における民問部門の比重の少ない国ではな

おさらである 。殊に，高等教育需要の増大は，国立（州立）大学が殆とすべてである西独の高等

教育制度の下では，高等教育機関への進学要求の増大と大学の大衆化は，高等教育公務員の急増

をもたらすことは制度上当然の帰結であり ，人件費が事業費の大半を占める教育分野で人員増加

が全分野中最大の比重を占めたのは当然であるとともに，国家支出面の統計においても高い増加

率を示して，その意味では社会保障部門とは異なる統計結果を示すことになる（わが国のように私

立大学の占める比率の高い場合には，高等教育需要の増大は主として民問部門における高等教育労働者数の

増大と私立大学への助成金 ・補助金の増大という形をとるであろう）。

　第３節　社会予算の動向と人口構成の変化

１． 社会予算の動向

　第１６表は，いわゆる社会予算と呼ばれる社会保障関係費（直接的及び間接的な雇用主給付及び財産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
形成を除く）の対ＧＮＰ比率（杜会給付シェア）を示したものである 。この表からも ，１９５０年代に

はシェアは横這いであり ，６０年代の前半には２ ．５３％ポイント ，後半にはＯ ．５４％ポイントと ，６０年

代の１０年問で３ ．１％ポイントの増加であるのに対して ，７０年代の前半には６ ．８％ポイントの増加を

している 。１９６０年からの１５年問には，全体のシェアは９ ．８３％ポイントの上昇であるが，その内訳

は， 社会保険５ ．２３（寄与率５３ ，２０４％） ，雇用促進１ ．３７，児童手当１ ．２１ ，官公吏関連制度１ ．０３がその

主なものである 。７０年代前半の５年間に付いてみると ，６ ．７６％ポイントのシェアの増大は社会保

険３ ．８５（寄与率５７ ．Ｏ％），雇用促進１ ．１９（寄与率１７ ．６％），児童手当Ｏ ．９９（寄与率１４ ．６％）がその主な

ものである 。いずれにしても ，増大の中心が社会保険であ ったことは注目しておくべきである 。

　第１６表の社会予算は制度別に計上されているが，それを機能別に構成比で示したのが第１７表で

ある 。７０年代前半のシェア６ ．５７％の上昇が，機能的には健康（特に疾病），老年（年金），失業の分

野に於ける機能の増大によっ てもたらされたことが明らかである 。こうした変化の背景に，人口

の高齢化，就業者中の雇用者の割合の増大＝労働者化，人口の都市圏への集中という経済社会の

構造変化と並んで，社会保険制度の拡充と水準の引上げという政策的対応の充実があり ，更には

医療保険部門に置ける医療費 コストの上昇や１９７４年以降の不況による失業者及び社会保障 ・保険

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００５）
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第１６表　社会予算（直接的及び問接的な雇用主給付及び財産形成を除く）

　　　の対ＧＮＰ比率（社会給付シェア）

１９５０ １９５５ １９６０ １９６５ １９７０ １９７３ １９７４ １９７５

社会給付シェア １６ ．Ｏ １５ ．２ １５ ．５ １８ ．０３ １８ ．５７ ２０ ．２２ ２１ ．９２ ２５ ．３３

内　訳
１． 社会的保障 １２ ．１ １２ ．０ １３ ．０ １５ ．０５ １５ ．９１ １７ ．４１ １８ ．９４ ２２ ．０２

社会保険 ７． ２ ７． ５ ９． ８ １０ ．４６ １１ ．１８ １２ ．５５ １３ ．６７ １５ ．０３

年金保険 ４． ０ ４． ３ ６． ０ ６． ７７ ７． ６１ ８． ２２ ８． ９２ ９． ７４

疾病保険 ２． ６ ２． ６ ３． ２ ３． ５２ ３． ７４ ４． ７４ ５． ２６ ６． １０

事故保険 Ｏ． ６ ０． ６ Ｏ． ６ ０． ７１ ０． ６２ ０． ６２ ０． ６３ ０． ６８

雇用促進 １． ９ １． ０ ０． ４ Ｏ． ３５ Ｏ． ５８ Ｏ． ７３ １． ０５ １． ７７

児童手当
■

０． ３ ０． ２ Ｏ． ６３ ０． ４２ ０． ３５ ０． ３３ １． ４１

２． 特別制度
ｉ ｉ

０． Ｏ ０． １２ Ｏ． １６ Ｏ． １９ ０． ２０ ０． ２３

３． 官公吏関連制度 ３． Ｏ ３． ２ ２． ６ ３． ５１ ３． ５１ ３． ５２ ３． ６５ ３． ６３

４． 補完制度 ０． １２ ０． ２０ ０． ２４ Ｏ． ２７ ０． ３２

５． 補償制度 ２． ８ ２． ３ １． ６ ２． １８ １． ６８ １． ４９ １． ４８ １． ５３

６． 社会扶助サ ービス １． １ ０． ８ ０． ６ ０． ８４ １． ０２ １． ３７ １． ５６ １． ８３

１． 出所　Ｂｍｄｅｓｍｍｓｔｅｍｍ　ｆ甘Ａｒｂｅｌｔ　ｍｄ　Ｓｏｚ１ａｌｏｒｄｎｍｇ（ＢＭＡＳ）Ｕｂｅｒｓｌｃｈｔ　ｕｂｅｒ　ｄ１ｅ　Ｓｏｚ１ａｌｅ　Ｓ
１ｃｈｅｍｇ，１９７７，Ｓ２７

第１７表 社会予算の機能別構成比および対ＧＮＰ比率

構　成　比 対ＧＮＰ比率

１９７０ １９７５ １９７０Ａ １９７５Ｂ Ｂ－Ａ

社会予算 １００ ．００ １００ ．００ １８ ．５６８ ２５ ．３２５ ６． ７５７

家　　族 １１ ．３６ １１ ．６９ ２． １１０ ２． ９６１ ０． ８５２

児　　童 ７． ９２ ９． ３１ １． ４７１ ２． ３５８ Ｏ． ８８７

夫　　婦 ２． ４６ １． ６４ ０． ４５７ ０． ４１５ 一〇 ．０４１

母親 ・母性 ０． ９９ Ｏ． ７３ Ｏ． １８４ ０． １８５ ０． ００１

健康 ２９ ．７８ ３２ ．７１ ５． ５３０ ８． ２８５ ２． ７５５

予　　防 ２． １１ ２． ３４ ０． ３９２ Ｏ． ５９３ Ｏ． ２０１

疾　　病 ２０ ．３４ ２３ ．８７ ３． ７７７ ６． ０４６ ２． ２６９

労働災害，職業病 ２． ５８ ２． ２３ ０． ４７９ ０． ５６５ Ｏ． ０８６

障害（一般） ４． ７４ ４． ２８ ０． ８８０ １． ０８４ ０． ２０４

雇　　用 ３． ４８ ７． ８０ ０． ６４６ １． ９７６ １． ３３０

職業教育 １． ６０ ２． ９９ ０． ２９７ ０． ７５７ Ｏ． ４６０

その他の移動性 １． ２９ ０． ７９ ０． ２４０ ０． ２００ 一０ ．０３９

失　　業 ０． ５８ ４． ０３ ０． １０８ １． ０２１ ０． ９１３

老年及び遺族 ４９ ．４１ ４３ ．６８ ９． １７５ １． ０６４ １． ８８９

老　　年 ４５ ．７３ ４０ ．６８ ８． ４９２ １０ ．３０４ １． ８１２

遺　　族 ３． ６８ ３． ００ ０． ６８３ ０． ７６０ ０． ０７７

政治的成果の帰結 ４． ５４ ２． ８２ ０． ８４３ Ｏ． ７１４ 一０ ．１２９

住　　居 ０． ５２ ０． ６８ ０． ０９７ ０． １７２ ０． ０７６

一般的生活扶助 ０． ９０ ０． ６０ ０． １６７ Ｏ． １５２ 一０ ．０１５

対ＧＮＰ比率は少数第４位を四捨五入してある 。

出所 ：ＢＭＡＳ
，むｂｅｒｓｉｃ

ｈ仙ｂｅｒ　ｄｉｅ　Ｓｏｚｉａｌｅ　Ｓ１ｃｈｅｒｍｇ，１９７７，Ｓ．２９の表から計算 。

対象者の急増という循環的要因も作用していたことは，容易に見て取れることである 。それらの

すべてを論ずることはここでの課題ではないが，人口要因について簡単に指摘しておこう 。

２． 人口構成の変化と社会保険給付対象者の増大

　第１８表は，人口数とその構造の変化を示している 。その特徴の一つは，人口総数が５０，６０年代

にそれぞれ５４５万人，５２２万人と大規模に増加したのに対し，７０年代前半には８３万人の増加，後半

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００６）
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には２６万人の減少というように急ブレーキがかか っていることである 。第二は，人口増加の急停

止は自然増と社会増の両面にほほ同時に発生している 。第１８表には毎年の数値が示されていない

ので分からないが，ネ ットの自然増減は１９６６年３６ ．４万人の増加，１９６８年２３ ．６万人の増加，１９７０年

７． ６万人増加，１９７２年３ ．Ｏ万人の減少，１９７４年１０万人の減少というように，１９６０年代末から７０年代

初めにかけて増加数の急減から絶対的減少へと急変している 。その原因は死亡者数の急増にでは

なく出生数の急減（６０年代中頃の１０５万人前後から７０年代中頃の６０万人前後へと約４５万人の減少）にある 。

また，社会変動は，それより５年ほど遅れて第１次石油危機後の恐慌時に，外国人労働者の流入

急減，流出急増が生じ，ネ ットの祉会変動は１９７０年の５８万人増加，１９７２年の３３万人増加が，１９７４

年には１万人の減少，１９７５年２０万人減少，１９７６年７万人減少というように急速に変化した。それ

は， 外国人就業者数が１９７３年の２６０万人から１９７８年の１８７万人に減少し ，外国人失業者数が１９７０年

の５千人，１９７３年の２万人（失業率Ｏ ．８％）から１９７５年１５万人（失業率６ ．８％）へと急増したことに

示されているように，専ら景気動向に基づく労働市場の超緩和状態に起因していた 。

第１８表　人口数，その構成とその変遷（１９５０～１９９０）

居住人口 女性比率
６５歳以上

出生数
自然±曽

流入者数
う　ち 社会±曽

比　　率 減　（一） 外国人 減　（一）

１９５０ ５０ ，３３６ ．１ ５３ ．５ ９． ３ ８１２ ．８ ２８４ ．！ ４３３ ．６

■
４１６ ．３

１９５４ ５２ ，１２６ ．８ ５３ ．４ １０ ．１ ８１６ ．Ｏ ２６０ ．６ ４０８ ．１ ４５ ．２ ２２６ ．６

１９６０ ５５ ，７８４ ．８ ５３ ．１ １０ ．９ ９６８ ．６ ３２５ ．７ ６２０ ．４ ３１７ ．７ ３３５ ．８

！９６４ ５８ ，５８７ ．５ ５２ ．６ １１ ．８ １， ０６５ ．４ ４２１ ．３ ７７８ ．２ ６２５ ．５ ３０１ １５

１９７０ ６１ ，Ｏ０１ ．２ ５２ ．３ １３ ．３ ８１０ ．８ ７５ ．７ １， ０７２ ．４ ９７６ ．２ ５７５ ．２

１９７４ ６１ ，９９１ ．５ ５２ ．２ １４ ．３ ６２６ ．４ 一１０！ ．ユ ６２９ ．８ ５３８ ．６ 一　９ ．３

１９７５ ６１ ，８２９ ．４ ５２ ．３ １４ ．５ ６００ ．５ 一１４８ ．７ ４２９ ．１ ３６３ ．６ 一ユ９９ ．４

１９８０ ６１ ，５６６ ．３ ５２ ．２ １５ ．５ ６２０ ．７ 一ｇ３ ．５ ７５３ ．４ ６３１ ．４ ３ユユ ．９

１９８５ ６１ ，０２４ ．１ ５２ ．２ １４ ．８ ５８６ ．２ 一１１８ ．１ ５１２ ．１ ４００ ．Ｏ ８３ ．４

１９９０ ６３ ，７２５ ．７ ５１ ．６ １５ ．３ ７２７ ．２ １７ ．５ １， ５２２ ．２ ７７０ ．８ ９７ ．７

１　出典 ：Ｊ ．Ｆｒｅｒｃｈ／Ｍ．Ｆｒｅｙ ，Ｈａｎｄｂｕｃｈ　ｄｅｒ　Ｇ
ｅｓｃ

ｈｉｃ ｈｔｅ　ｄｅｒ　Ｓｏｚｉａ１ｐｏ１ｉｔｉｋ　ｉｎ　Ｄｅｕｔｓｃ ｈ１ａｎｄ ，Ｂｄ ．３ ，Ｓｏｚｉａｌｐｏｌｉｔｉｋ　ｉｎ

ｄｅｒ ＢｕｎｄｅｓｒｅｐｂｌｉｋＤ ｅｕｔｓｃｈｌａｎｄｂｉｓｚ皿Ｈｅｒｓｔｅ１１ｍｇｄｅｒ Ｄｅｕｔｓｃｈｅｎ Ｅｉｎｈｅ１ｔ，Ｓ，２４の表ユおよびＳ．１６９の表３８よ

り。

　以上のような経過をとっ た１９７３年までの人口のかなりのテンポでの増加と１９７４年以降の絶対的

減少（１９７８年まで続く）は，同時に人口の高齢化の進行を伴なっ ていた。１９６０年の高齢化率１０９％

は１９７５年には１４ ．５％となり ，絶対数では約６１０万人が約９００万人へと約２９０万人増加し，５０％近い

増加率であ った（人口総数はこの間約６００万人の増加，増加率１０ ．８％）。

　人口数の増加とその高齢化の進展は，杜会保障制度の対象者 ・受給者の増大を引き起こす。こ

こでは，紙数の関係で，年金保健と医療保険についてのみ見ておこう 。

　西独の年金保険は職種 ・身分ごとに多数に区分されているが，ここでは西独の勤労者の大多数

をカバーする一般の労働者年金保険と職員年金保険について調べると ，両保険の合計で，被保険

者は１９６０年の１７５２万人が１９７５年には１９１９万人へと１６７万人増加した。そして年金受給率が１９６０年

の３７ ．４％から１９７５年の５１ ．７％へと大きく上昇し，受給者の絶対数では，１９６０年の約６５５万人から

１９７５年の約９９０万人へと３３５万人増加（増加率５１％）した。このことは公共部門の移転支出の急激

な増大をもたらしたことは明らかである 。なお，ここでは立ち入れないが，この問の制度改正に

よる年金給付水準の改善を考慮すれば，一層の国家支出増大要因として作用したことは明らかで
　８）
ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００７）
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　医療保険についても同様に，労働者保険と職員保険の合計で，制度参加者は，５０年代に６６０万

人， ６０年代に３６０万人，７０年代に４８０万人と増加して１９８０年には３ ，５３４万人となっ ているが，５年

ごとにみると７０年代前半は２８５万人増加して，４０９万人増加した５０年代前半に次いで多くなっ てい

る。 その内訳を見ると ，義務的参加者を構成する現役労働者は５０年代に４４０万人増加したが，６０

年代はわずかに１８万人余りで，７０年代に入 って２８０万人増加している 。それに対し６０年代半ばか

ら７０年代半ばまでは総増加数４７５万人のうち ，年金生活者が３７５万人を占め，その結果１９６０年には

全参加者の２０３４％でしかなか った年金生活者の比率は１９７０年には２６１３％，１９７５年には２８７６％
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）１９８０年には２９ ．００％を占めるまでに，その比重が増大している 。このことは，医療保険財政にお

ける支出増加率の上昇と保険料収入の伸ぴの低下を規定するものとして，軽視できない要因であ

るが，ここではこれ以上立ち入れない 。

　第４節　租税負担率等と財政収支赤字 ・信用調達の状況

１． 租税負担率と社会保険料負担率

　国民経済計算による負担率の状況は１９６０～７５年の問にどうなっ たか（第１９表）。 まず，租税負担

率は２３ ．００％から２４ ．２１％へと僅かに１ ．２１％ポイントしか増加していない。また，社会保険料負担

率は，１０ ．０２％から１４ ．８４％へと４ ．８２％ポイントの増加であり ，両者の合計でも６ ．０３％ポイントの

増加であるに過ぎない。支出面と異なるこのような動きは，１９７０年代後半においても負担率の増

加が継続することになっ て， 国家シェアと負担率とのギャッ プがその後に調整されることになっ

た。

第１９表　国家部門（公共団体及び杜会保険）の収入の対ＧＮＰ比率（％）

ＧＮＰ 巧叉入総額 租　　税 社会保険料 その他叫又入

１９６０ ３， ０３０ ３５ ．６０ ２３ ．００ １０ ．０２ ２． ５７

１９６５ ４， ５８２ ３６ ．２１ ２３ ．５２ １０ ．２８ ２． ４０

１９６６ ４， ８７４ ３６ ．７２ ２３ ．５６ １０ ．７２ ２． ４４

１９６７ ４， ９３７ ３７ ．１８ ２３ ．７６ １０ ．８６ ２． ５６

１９６８ ５， ３５２ ３７ ．０６ ２３ ．２４ １１ ．０８ ２． ７４

１９６９ ５， ９７７ ３９ ．０２ ２４ ．８３ １１ ．４９ ２． ６９

１９７０ ６， ７９０ ３８ ．２９ ２３ ．５７ １２ ．０１ ２． ７１

１９７１ ７， ５６０ ３９ ．０７ ２３ ．９９ １２ ．３７ ２． ７１

１９７２ ８， ２７２ ３９ ．６８ ２４ ．０１ １２ ．９４ ２． ７２

１９７３ ９， ２０１ ４２ ．１４ ２５ ．４５ １３ ．８０ ２． ８８

１９７４ ９， ８６９ ４２ ．５６ ２５ ．３９ １４ ．２８ ２． ８９

１９７５ １０ ，３４９ ４１ ．８９ ２４ ．２１ １４ ．８４ ２． ８４

１９７６ １１ ，２５０ ４３ ．４２ ２５ ．０７ １５ ．３８ ２． ９８

１９７７ １２ ，００６ ４４ ．５７ ２６ ．１３ １５ ．４６ ２． ９８

１９７８ １２ ，９０７ ４４ ．１７ ２５ ．６７ １５ ．３９ ３． １１

１． 出所 ：ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９８１／８２；Ｓ ．２８０ －２８１

　主要税目のＧＮＰ比率の動向を調べてみると（第２０表），１９６０～７５年の間では，賃金税が２ ．６７％

から６ ．８８％へと４ ．２１％ポイントの増加であるのに対し，その他の主要税目はほとんど比重を低

下させている 。すなわち，１９６０年と１９７８年を比較して売上税のシェアがほとんど変化せずに，賃

金税のシェアの増大が進行していることは，国民経済力との関連で大衆負担状況が強まっ ている

ことを示している 。このことは，支出における生活関連経費の増大，特に社会保険給付の上昇を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００８）
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　　　　　　第２０表　主要税目の対ＧＮＰ比率

総税収 賃金税 査定所得税 法人税 売上げ税 鉱油税

１９６０ ２１ ．９９ ２． ６７ ２． ９６ ２． １４ ５． ５８ Ｏ． ８８

１９６５ ２２ ．８０ ３． ６５ ３． ２３ １． ７８ ５． ４８ Ｏ． １６

１９７０ ２２ ．４３ ５． １７ ２． ３６ １． ２８ ５． ６１ ０． １７

１９７５ ２３ ．３０ ６． ８８ ２． ７１ Ｏ． ９７ ５． ２３ ０． １７

１９７８ ２４ ．６５ ７． １３ ２． ９０ １． ５４ ５． ６８ Ｏ． １６

増減％ポイント
１９６０ －７５ １． ３１ ４． ２１ 一〇 ．２５ 一１ ．１７ 一〇 ．３５ 一〇 ．７１

１９６０ －７８ ２． ６６ ４． ４６ 一〇 ．０６ 一〇 ．６０ Ｏ． １０ 一〇 ．７２

１０７

　　　　　　 １． 出所 ：ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９８１／８２；Ｓ －２８６

　　　　　 ２． 総税収の対ＧＮＰ比率が第１９表と異なるのは，ここでは公共団体に限定しているため 。

考慮すると ，垂直的再分配よりもむしろ水平的な再分配が強まっ ていることを示していると言え

よう
。

　また，特徴的なことは，支出面では７０年代半ば以降はシェアの低下が生じているのに対し，シ

ェアア ップが７０年代前半で止まらずに，後半においても進行している 。

　社会保障経費，特に社会保険の比重の増大と関連して，社会保険料負担のシェアの増大が見ら

れる 。１９６０年の１０ ．０２％ ，１９６５年の１０ ．２８％ ，１９７０年の１２ ．０１％ ，１９７５年の１４ ．８４％と５年ごとのシ

ェアア ップ率では，次第に増加のテンポが速まっ ている 。租税の場合と同様に，ここでもシェア

アッ プが７０年代前半で止まらずに，後半においても進行している 。

２． 財政収支尻と信用調達額の状況

　　　　　　　　第２１表　公共団体（及び国家部門）の財政収支状態と純信用財源調達額

公共団体財政収支 純信用財源調達額 国家部門の財政収支

億ＤＭ ＧＮＰ比率 億ＤＭ ＧＮＰ比率 億ＤＭ ＧＮＰ比率

１９６０
９４ ．８ ３． １２９

１９６１
９５ ．４ ２． ８７９

１９６２ 一１８ ．Ｏ 一〇 ．４９９ ２１ ．６ Ｏ． ５９９ ５２ ．７ １． ４６２

１９６３ 一５２ ．９ 一１ ．３８４ ５４ ．２ １． ４１８ ３７ ．１ Ｏ． ９７１

１９６４ 一５５ ．６ 一１ ．３２５ ５４ ．０ １． ２８７ ３１ ．３ Ｏ． ７４６

１９６５ 一９３ ．７ 一２ ．０４５ ６９ ．２ １． ５１０ 一２５ ．８ 一〇 ．５６３

１９６６ 一７６ ．６ 一１ ．５７２ ５８ ．２ １． １９４ 一　８ ．２ 一〇 ．１６８

１９６７ 一１２１ ．１ 一２ ．４５３ １２９ ．６ ２． ６２５ 一６９ ．３ 一１ ．４０４

１９６８ 一７３ ．８ 一１ ．３７９ １０７ ．１ ２． ００１ 一４５ ．１ 一〇 ．８４３

１９６９ ２４ ．５ Ｏ． ４１０ ２４ ．６ Ｏ． ４１２ ６７ ．６ １． １３１

１９７０ 一８０ ．９ 一１ ．１９１ ６４ ．９ Ｏ． ９５６ ２１ ．９ Ｏ． ３２３

１９７１ 一１５６ ．１ 一２ ．０６５ １３９ ．３ １． ８４３ 一１１ ．５ 一０ ．１５２

１９７２ 一１３０ ．９ 一１ ．５８２ １５３ ．８ １． ８５９ 一４０ ．２ 一０ ．４８６

１９７３ 一８８ ．２ 一〇 ．９５９ １１４ ．Ｏ １． ２３９ １０９ ．３ １． １８８

１９７４ 一２７２ ．６ 一２ ．７６２ ２２４ ．６ ２． ２７６ 一１３５ ．６ 一１ ．３７４

１９７５ 一６３８ ．５ 一６ ．１７０ ５３６ ．３ ５． １８２ 一５９７ ．９ 一５ ．７７７

１９７６ 一４８０ ．３ 一４ ．２６９ ４６７ ．５ ４． １５６ 一４０１ ．５ 一３ ．５６９

１９７７ 一３１１ ．８ 一２ ．５９７ ３１６ ．９ ２． ６４０ 一２９２ ．２ 一２ ．４３４

１９７８ 一３９４ ．５ 一３ ．０５６ ４０６ ．５ ３． １４９ 一３４４ ．６ 一２ ．６７０

１９７９ 一４５８ ．８ 一３ ．２８１ ４３４ ．４ ３． １０７ 一４０９ ．５ 一２ ．９２９

１９８０ 一５６４ ．０ 一３ ．７８０ ５３８ ．４ ３． ６０９ 一５１４ ．３ 一３ ．４４７

国家部門は国民経済計算べ 一スによる公共団体と社会保険機関との純計 。

対ＧＮＰ比率（％）は少数第４位を四捨五入。空欄は該当数値の表示がないためである 。

出所 ：ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９８１／８２，Ｓ ，２８０ －２８５．（関連資料は１９９２／９３，Ｓ．３２８－３２９にもあるが）。

　　　　　　　　　　　　　　（１００９）



　１０８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第６号）

　国家シェア（支出シェア）と負担率とのギャッ プが，１９７０年代後半以降になっ て調整されるこ

とになっ たことは，前記の通りであるが，そのギャッ プは直接的には財政収支尻赤字の形をとっ

て現象する 。ＧＮＰに対する比率で見て，国家部門の財政収支尻は１９６０年の十３ ．１３％から１９７５年

の一５ ．７８％へと ，１５年問の変化としては８ ．９１％という大幅な財政収支尻悪化が生じた（第２１表）。

公共財政（社会保険機関を含まない公共団体財政）の財政収支尻の状態と新規の信用調達額のＧＮＰ

比率の変化によっ て， １９７４／７５年以降の段階がそれまでとは異なる新たな段階に入 ったことが示

されている ・このことは，部門別資金調達要額の変化を対ＧＮＰ比（％）で示している第２２表に

よっ てもある程度読みとることができる 。

　　　　　　　　第２２表　部門別資金需給表一信用調達及ひ株式発行（対ＧＮＰ比率％）

家　計 企　業 公共団体 社会保険 外　国 金融部門 総　計

１９６５ ０． ４０ ユ１ ．０６ ２． １０ Ｏ． ０１０ ０． ８１ １０ ．２３ ２４ ．２９

１９６６ Ｏ． １３ ８． ６３ １． ７９ ０． ０１０ １． ６９ ９． ２５ ２１ ．２０

１９６７ Ｏ． ３５ ６． ８８ ３． ２３ Ｏ． ０３０ ３． ０１ １１ ．９６ ２５ ．１４

１９６８ Ｏ． ６１ ７． ６７ ２． ２６ 一０ ．０２０ ４． ５９ １４ ．４６ ２９ ．７１

１９６９ Ｏ． ８４ １０ ．８１ ０． ２２ 一０ ．０１０ ３． ３６ １３ ．３６ ２８ ．６８

１９７０ Ｏ． ６３ １１ ．６７ １． ３４ 一０ ．００３ ５． ３５ １４ ．６０ ３３ ．５３

１９７１ Ｏ． ９３ １１ ．８１ ２． ０６ ０． ０１０ ３． ０４ １４ ．４９ ３２ ．０８

１９７２ １． ２２ １２ ．２４ ２． ０４ ０． ０１０ ２． ６３ １６ ．１２ ３４ ．０１

１９７３ Ｏ． ５５ １０ ．８７ ２． ２１ 一０ ．０１０ ４． ０９ １３ ．７８ ３１ ．０６

ユ９７４ Ｏ． ０４ ８． ６３ ２． ５８ ０． Ｏ０２ ４． ２７ １０ ．９２ ２６ ．２９

１９７５ Ｏ． ７２ ６． ２９ ６． ７１ ０． ２４０ ３． ７０ １５ ．３２ ３２ ．２８

１９７６ １． ２６ ８． ０６ ３． ７５ ０． ００４ ４． ０１ １３ ．２７ ３０ ．８０

１９７７ １． ２１ ８． ０５ ２． ９７ Ｏ． ００２ ３． ２０ １３ ．２０ ２８ ．８１

１９７８ １． ３６ ７． ８４ ３． ３２ ０． ００４ ４． ４７ １６ ．５７ ３３ ．７３

　　　　
１． 出所 ：ＳＶＲ ：Ｊｇ，１９８１／８２，Ｓ．２８２－２８３の数値に基づいて計算

。

　この第２２表の数値をそれぞれの部門における貨幣資産形成額から控除した数値（それはまた各

部門の貯蓄額及ぴ資産移転額の合計から純投資額：物的資産形成額を控除したものに等しいが）が，第２３

表の基礎になっ たものであるが，第２３表によっ て， 部門間の資金需給の収支状況は，１９６５年から

１９７８年の間，家計部門が資金の出し手であり ，最大の資金の借り手が企業部門であることを示し

第２３表　部門別資金需給表　部門問収支（対ＧＮＰ比率％）

家　計 企　業 公共団体 杜会保険 外　国 金融部門

１９６５ ７． ４６ 一８ ．５５ 一１ ．３８ Ｏ． ８１ １． ４４ ０． ２２

１９６６ ６． ９２ 一６ ．８８ 一０ ．８５ ０． ６８ 一０ ．１０ ０． ２４

１９６７ ６． ４３ 一３ ．１５ 一１ ．１９ 一〇 ．２１ 一２ ．０８ ０． ２０

１９６８ ７． ０９ 一４ ．２８ 一０ ．７５ 一０ ．１０ 一２ ．１８ ０． ２１

１９６９ ７． ４９ 一７ ．５７ ０． ８９ ０． ２４ 一１ ．３２ ０． ２７

１９７０ ７． ９４ 一８ ．２４ 一０ ．７０ １． ０３ 一〇 ．４７ ０． ４４

１９７１ ７． ８９ 一７ ．９２ 一１ ．１１ ０． ９７ 一０ ．３１ ０． ４７

１９７２ ８． ４７ 一８ ．０５ 一１ ．６８ １． １５ ０． ３６ ０． ４６

１９７３ ７． ８９ 一８ ．２８ 一０ ．３９ １． ５３ 一１ ．２５ Ｏ． ５０

１９７４ ８． ６１ 一５ ．４２ 一１ ．８７ ０． ４９ 一２ ．５６ ０． ７６

１９７５ ９． ３１ 一３ ．４４ 一５ ．５０ 一０ ．２７ 一０ ．８７ ０． ７８

１９７６ ７． ７７ 一４ ．１９ 一３ ．７０ Ｏ． ０９ 一０ ．７３ Ｏ． ７６

１９７７ ７． ０８ 一４ ．５８ 一２ ．１３ 一０ ．３２ 一０ ．７７ ０． ７２

１９７８ ６． ８５ 一３ ．７５ 一２ ．４２ 一０ ．１９ 一１ ．３６ Ｏ． ８６

１． 出所 ：ＳＶＲ ：Ｊｇ．１９８１／８２，Ｓ ．２８２－２８３の数値に基づいて計算 。

　　　　　　　　　　　　　　　（１０１０）
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ており ，このこと自体は当然のことで特別なことではない。ただ，家計の資金の出し手としての

役割はほぼ７～８％前後と比較的安定的に推移しているが（尤も ，ＧＮＰ比率で１～２％の変化は小

さなものではないが），企業部門全体としてのネ ットの資金の借入収支尻が１９６７及び１９６８年の不況

期には，その前後の年度の７～８％水準に比較して半分以下に低下している 。景気変動により企

業の資金需要が変化することは何等不思議なことではないが，１９７４年度以降１９７８年度までは３～

４％の不況期の状態が持続している 。かわ って，公共団体が資金の借り手としての重要性を増し ，

また祉会保険機関も１９７０年代前半の資金の出し手から借り手に転換している 。このことから直ち

に， 財政赤字による信用調達額の膨脹が民問資金需要をクラウド ・アウトしていることを結論づ

けることは出来ないのは当然であり ，企業部門自身の資金調達二一ズの減退と公的資金需要の増

大による資金市場の逼迫化の度合いとの比較検討が必要である 。この点の検討には，連銀の金融

政策による通貨供給動向も考慮にいれて資金市場の金利動向とその要因の検討が不可欠であるが ，

ここでは，１９７４～７５年においては企業の資金需要が減退しており ，クラウディング ・アウト現象

は生じていなか ったことを指摘するに止どめておく 。問題は企業の資金需要が増大する景気上昇

期にそれが生ずるかどうかであり ，政策当局及び政策ブレーン達が危倶したのもその点であ った 。

いかなる判断でそうした心配が生じ，その回避のための施策が展開されたかは，今後の検討課題

に譲らざるを得ない 。

おわりに

　以上，本稿では，各種の国家シェアの変動を主要な手掛かりとして ，１９６０年代末から１９７０年代

の前半に財政規模が急上昇し，後半にはその上昇に歯止めが掛けられたことを確認した。国家シ

ェア上昇の原因が如何なるものであり ，どんな意味を杜会経済的に持 っていたか，またそれは如

何なる事態を帰結し，その歯止めは如何なる政策的措置で実施されたか等の極めて学問的関 。し・を

引く疑問点に答えることが，次の課題であろう 。

　財政規模の膨脹については，古典的にはワグナーの「経費膨脹の法則」があり ，第二次大戦後

の６０年代にはピーコッ ク／ワイズマンの転位効果論が，また，その後に多くの論文がワグナー 法

則及び転位効果論が妥当するかどうかの検討に捧げられている 。また，国家シェアの増大をとも

なう福祉国家化 ・杜会国家化の進展が経済危機 ・財政危機に直面してその展開のテンポを抑制さ

れ， 福祉国家化の限界，社会国家の危機が問題とされ，西独国家体制の基本的あり方の再検討が

課題とされた。更には，公債累積の国民経済的意義やクラウディング ・アウト問題が議論され ，

財政合理化 ・財政再建論が展開されてきた 。

　それらの，社会国家化論，財政膨脹原因論及び財政赤字の経済効果論等の方法論的検討とそれ

を踏まえた分析，および西独財政当局及びその政策ブレーン達が，その事態をどう認識し，如何

なる対策を打ち出したかを検討すること ，そしてそこに先進各国共通の問題認識と西独的特徴を

読み取ること等々は（そのことは，西独財政政策当局による国家シェア膨脹についての原因論，意義論 ，

帰結論を問題にすることでもある），今後の課題として残されている 。

（１０１１）



１１０　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第６号）

　１）拙稿「『国家シェア』概念に関する諸問題」，「立命館経済学」４３巻３号所収
。

　２）西独憲法である基本法第２０条は，「ドイッ連邦共和国は，民主的，かつ，社会的連邦的国家である」

　　と規定されている 。この社会国家概念については，社会的市場経済概念とも関わ って多くの論議がな

　　されているが，ここでは，差し当たり ，社会保障関連の任務遂行を中心的行政の課題とする国家と理

　　解しておく 。

　３）分析対象期間を１９７８年までに限定しているのは，１９６０年からの連続性のある国民経済計算の数値を

　　入手する点で，１９７９年以降については若干の困難があるためである
。

　４）　ＳＶＲ ：Ｊ９．１９８１／８２，Ｓ．２７８ －９

　５）ＳＶＲ ：Ｊｇ，１９９２／９３，Ｓ．３０８，３１４ －３１７，３２０－３２１によれば，名目値による国家シェアは１９７５年４９ ．５４％
，

　　 １９８０年４８ ．８６％ ，１９８５年４７ ．７１％あり ，実質値［１９８５年価格基準１の場合，１９７５年４９ ．８０％ ，１９８０年

　　 ４８ ．３２％ ，１９８５年４７ ．７１％である 。１９７５年の数値の第３ ，４表との相違は，国民経済計算の計算時点の

　　相違による各年次の数値自体の相違と実質値計算における基準年次の相違とによるものである
。

　６）　 ここで用いる統計資料の出所は ，Ｓｔａｔｌｓｔ１ｓｃｈｅｓ　Ｂｍｄｅｓａｍｔ，Ｆａｃ
ｈｓｅｒ１ｅ１４，Ｒｅｌｈｅ６，Ｐｅｒｓｏｎａ１ｄｅｓ　ｏｆ

　　ｆｅｎｔ１１ｃｈｅｎ Ｄ１ｅｎｓｔｅｓ，１９９１ ，Ｓ１８４ｆｆである 。これに含まれる人員の範囲は，次の通り 。直接的な公的

　　職務に属するものとして連邦 ・州 ・市町村／市町村連合，自治体の目的団体，ドイッ連邦鉄道，連邦

　　郵便が，また問接的公的職務に属するものとして連邦雇用庁，社会保険機関，付加的給付機関があげ

　　られている 。更に，大部分を公的資金に依存している科学 ・研究開発のための法的に独立している諸

　　団体および法的に独立している公的給付 ・廃棄処理 ・交通関連の諸企業も含まれる（ｅｂｅｎｄａ，Ｓ．５）。

　　従って，この財政統計による国家部門は，国民経済計算における国家部門の範囲と異なっ ているので ，

　　それを用いている第５表の国家部門就業者とは異なる値となっ ている 。国家部門の範囲のとり方が財

　　政統計と国民経済計算とでは異なることについては，前稿（「『国家シェア概念』に関する諸問題」
，

　　「立命館経済学」４３巻３号所収）を参照のこと
。

　７）ＪＦｒｅｒ１ｃｈ／ＭＦｒｅｙ，Ｈａｎｄｂｕｃｈｄｅｒ Ｇｅｓｃｈ１ｃｈｔｅｄｅｒ
Ｓｏｚ１ａ１ｐｏ１１ｔ１

ｋｍＤｅｕｔｓｃｈ１ａｎｄＢｄ３，Ｓｏｚｌａ１ｐｏ１１－

　　 ｔｌ ｋ　ｍ　ｄｅｒ　Ｂｍｄｅｓｒｅｐｕｂ１１ｋ　Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ　ｂ１ｓ　ｚｕｒ　Ｈｅｒｓｔｅｌｌｍｇ　ｄｅｒ　Ｄｅｕｔｓｃｈｅｎ　Ｅｍｈｅ１ｔ，Ｓ２６によると
，

　　 Ｓｏｚ１ａ１１ｅ１ｓｔｍｇｓｑｕｏｔｅ は次の通り 。１９５０年１７１％，１９５５年１６４％，１９６０年２２７％，１９６５年２５０％
，

　　 １９７０年２６ ．７％，１９７５年３３ ．７％ ，１９８０年３２ ．０％ ，１９８５年３１ ．１％，１９８８年３１ ．２％ ，１９９０年２９ ．４％（暫定

　　値）。

　８）Ｊ　Ｆｒｅｒ１ｃｈ／Ｍ　Ｆｒｅｙ，ａ　ａ　Ｏ ，Ｓ４４

　９）Ｊ　Ｆｒｅｒ１ｃｈ／Ｍ　Ｆｒｅｙ，ａ　ａ　Ｏ ，Ｓ７１

（１０１２）




